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概要書 
 
インターネットの普及に伴い、オンラインショッピング産業はますます注目される
ようになってきた。平成 24 年度電子商取引に関する市場調査により、日本国内の B	 to	 
B の EC 市場規模は 262 兆円(前年比 101.7%)になり、B	 to	 C の EC 市場規模は 9.5 兆
円(前年比 112.5%)まで拡大している。消費者のオンライン購買行動を理解するのは
重要である。	 
消費者がオンライン購買意思決定をする際に、リスクを知覚すると言われている。	 
知覚リスクの形成には、消費者とオンライン販売者と直接にコミュニケーションをと
ることができないこと、サービス以外の商品を購買する場合であれば商品の本物が見
えないこと、オンラインでのクレジットカード購買の安全性に関する不安、および個
人情報の取扱に関する不安などは重要な要因である。すなわち、オンライン消費者の
知覚リスクを解消することはオンライン購買意思決定に肝心である。	 
この知覚リスクを解消するには、消費者側の視点とオンライン販売者側の視点とい
う二つの視点がある。消費者の視点からオンラインショッピングに対する知覚リスク
を解消するには、消費者は積極的に口コミ情報を探索するのが主要な手段の一つであ
る。E 口コミ情報が消費者のオンライン購買意思決定に及ぼす影響は、研究者たちに
検証されてきた。しかし、実世界では、ポジティブとネガティブな口コミが混在する
のは一般的である。この状況を想定し、ポジティブとネガティブな口コミが消費者に
及ぼす総合効果についての研究はまだ十分されていない。	 
オンライン販売者側の視点からオンラインショッピングに対する知覚リスクを解
消するには、詳細な情報提供と各種保証制度の有効性は既存研究に議論されてきた。
実験を行った上、こういった情報提供や保証制度の効果を検証するものはまだ少ない
のが現状である。	 
そこで、本論文は、「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率」と「返品保証制
度の有無」が「オンライン販売者に対する信頼」、「口コミ対象商品に対する態度」、
および「消費者のオンライン購買意欲」に及ぼす影響に着目する。研究手法として、
実験式の調査を用いた仮設検証型の実証研究を通じ、分析を行っている。「返品保証
制度の有無」＊「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率（10:0、8:2、6:4）」に
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よる６つの仮想オンラインショッピングサイトを設計した。	 
早稲田大学商学部の学生を対象に、実験を行った。結果、消費者が「ポジティブと
ネガティブな E 口コミの比率」に関する知覚について、「オンラインショッピングサ
イトに掲載されたカスタマーレビューがすべてポジティブなものの場合」と「オンラ
インショッピングサイトに掲載された多数のポジティブなカスタマーレビューの中
で少数のネガティブなものがある場合（本論文では、比率は 8:2 の時）」の間に、有
意義な差は認められなかった。すなわち、多数のポジティブなカスタマーレビューの
中で少数のネガティブなものがある場合、消費者はネガティブな E 口コミ情報を知覚
しにくいと言えるであろう。オンライン販売者はカスタマーレビューをコントロール
し、ネガティブなものを削除することは必ずしも効果があるとは限らないであろう。	 
また、ポジティブとネガティブな E 口コミが混在する場合、「ポジティブとネガテ
ィブな E 口コミの比率」による「オンライン販売者に対する信頼」、「消費者のオンラ
イン購買意欲」の平均値に有意義な差が認められた。すなわち、商品に関するポジテ
ィブなカスタマーレビューの数が多くなるにつれ、消費者がオンライン販売者に対す
る信頼感が増え、かつオンライン購買意欲が増加する。一方、「ポジティブとネガテ
ィブな E 口コミの比率」による「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に有意義
な差が認められなかった。すなわち、商品に関するネガティブな E 口コミ情報が多く
なっても、消費者が商品に対する態度は必ずしもマイナスの影響を受けるとは言えな
い。	 
一方、被験者は「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が 10:0 の時の場合」
と「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が 8:2 の時の場合」に関して、差異を
知覚しなかったため、ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が 10:0 から 8:2 へ
変化することによる「オンライン販売者に対する信頼」、「消費者のオンライン購買意
欲」、及び「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に有意義な差が認められなか
った。	 
また、「返品保証制度の有無」による「オンライン販売者に対する信頼」、「消費者
のオンライン購買意欲」の平均値に有意義な差が認められた。すなわち、オンライン
販売者が返品保証制度を提供することにより、消費者がオンライン販売者に対する信
頼感を増加すること、また、消費者のオンライン購買意欲を増加することはできる。
返品保証制度の有効性があると言えるであろう。一方、「返品保証制度の有無」によ
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る「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に有意義な差が認められなかった。す
なわち、返品保証制度を提供することは消費者のオンライン販売者関する態度、オン
ライン購買意欲に影響を及ぼすが、商品そのものに関する態度までに影響を与えると
は言えないであろう。	 
本研究はポジティブとネガティブな E 口コミの一方ではなく、両者による総合効果
に着目し、消費者のオンライン購買行動をより深く、より切実に理解しようとしてい
る。また、オンライン販売者側の視点を加え、オンラインユーザーのオンラインショ
ッピングに関する知覚リスクが削減できる施策について吟味した。	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第一章 	 研究の目的	 
	 
	 	 近年、インターネットの発展によって、人々の生活がより便利、より快適になって
きた。インターネットに接続すれば、いつでも、どこでも情報収集ができるようにな
った。しかも、身近な情報だけでなく、世界中起きていることを知ることはできる。
情報収集だけでなく、インターネットを活用したオンラインコミュニティに対する注
目も高まっている。だれでもインターネットに自分の意見を発表することができる。
また、匿名で発言できるのはオンラインコミュニティと伝統的オフラインコミュニテ
ィ異なる特徴である。この特徴があったゆえ、オンラインユーザーはより自由に自分
の意見をシェアすることができるであろう。インターネット上の情報はオンラインユ
ーザーにとって、重要な情報源になってきた。	 
	 この変化に連れ、インターネット通販は発展する産業として注目されている。イン
ターネットやスマートフォンの普及に伴い、EC 市場規模が急速に拡大している。経
済産業省の平成 23 年度電子商取引に関する市場調査によると、日本国内の B	 to	 C の
EC 市場規模は 2007 年から継続的に上昇している。平成 24 年度電子商取引に関する
市場調査により、日本国内の EC 市場規模が増大する傾向、EC 化率（全ての商取引額
に対する電子商取引市場希望の割合）が上昇する傾向にあることが分かりました。具
体的に、B	 to	 B の EC 市場規模は 262 兆円(前年比 101.7%)になり、B	 to	 C の EC 市場
規模は 9.5 兆円(前年比 112.5%)まで拡大していることが分かった。経済産業省の平
成 23 年度電子商取引に関する市場調査によると、2020 年時点で、日中間の越境 EC
規模は、最も拡大する仮定をおいて推計した場合、約２兆円に達すると推計され、日
中間における越境ＥＣは大きな可能性を有している。	 
	 伝統的な販売形式と違って、本物や相手が見えないのがオンラインショッピングで
ある。ネットでの購買は多くのリスクを伴い、消費者に購買を躊躇させる大きな要因
となっている。ネット購買者の７割以上がネットでの購買に不安を覚えている。オン
ライン消費者が購買意思決定をするのに、知覚された不安を軽減するのは肝心である
（正田、2001）。青山（2005）によれば、オンラインショッピングに大きな便宜性が
あるにも関わらず、オンラインユーザーによる最終利用はまだ十分されていない。そ
の理由は、消費者がリスクを知覚するのである。この知覚リスクを緩和するには、オ
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ンライン販売者が適当な制度や施策を提供することが重要である。この施策に、詳細
な商品情報を提供することや返品、交換などの保証制度などが考えられる。	 
図表 1-1 日本の B to C- EC 市場規模の推移 
	 
	 
	 	 	 	 出所：経済産業省の平成 23 年度電子商取引実態調査により筆者作成	 
	 
	 	 一方、オフラインショッピングとオンラインショッピングに関わらず、商品やサー
ビスを経験した消費者が家族や友人など、周りの人にその経験を伝えることによって、
その製品やサービスに関する情報が広がっていく。このように、情報を人に伝達する
ことは口コミと呼ばれ、消費者の購買意思決定に影響を及ぼす。企業が消費者に向け
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て行うコミュニケーション活動と異なり、口コミは企業によるコントロールのできな
いコミュニケーションである。このような口コミは消費者の重要な情報源になってき
た（Chatterjee,	 2001）。また、インターネットの普及に伴い、従来のフェース・ト
ゥ・フェース型の口コミにとどまらず、インターネットを通じて、一対多数の E 口コ
ミもできる。口コミサイトだけでなく、E コマースサイトからブログや SNS まで、様々
なオンライン環境から口コミを手に入れることができるようになった。このように、
伝統的な対面口コミの代わり、E 口コミ（E-WOM）が消費者の主要な情報源になった
（Olshavsky	 and	 Granbois,	 1979）。2007 年 4 月、Nielsen 社の「Nielsen	 Online	 Global	 
Consumer	 Study」市場調査によると、「オンライン消費者の評価」は、「他の消費者か
らのおすすめ」と「新聞」の次に、主要情報源の第 3 位としてオンライン消費者に信
頼され、購買意思決定に大きな影響を持っている。口コミが消費者の購買意思決定に
影響を与えるメカニズムは多くの研究者に研究されてきた。	 
	 
図表 1-2 消費者の情報源ランキング 
	 
	 	 	 	 	 出所：Nielsen	 Online	 Global	 Consumer	 Study	 2007 により筆者作成	 
	 
	 Biswas（1992）によれば、オンラインショッピングにおいて、不確実性がブランド
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を選ぶという意思決定影響を与える。熟知の販売者を選ぶ時より、熟知していない販
売者を選ぶ時のほうが、消費者が積極的に口コミ情報を探す。Olshavsky と Granbois
（1979）によれば、オンラインショッピングに関する不確実性を削減する効果がある
ため、口コミ情報が消費者の購買意思決定に大きな影響を及ぼす。また、ポジティブ
なE口コミによるプラスの効果とネガティブなE口コミによるマイナスの効果につい
ても研究されてきた（East,	 Hammond,	 and	 Lomax,	 2008；Lee,	 Park,	 and	 Han,	 2008
など）。	 
	 ポジティブとネガティブな E 口コミがオンライン消費者の購買行動に与えるについ
ての既存研究は、ポジティブかネガティブな E 口コミの一方を対象にしたものが多い
のが現状である。しかし、実世界では、オンラインユーザーがポジティブとネガティ
ブな E 口コミの両方を探す、あるいは、ポジティブとネガティブな E 口コミの両方を
同時に受信するのは一般的であろう。ポジティブとネガティブな E 口コミの両方がイ
ンターネット上に存在する場合、オンライン消費者の購買行動はどういうふうに影響
を受けるか。本研究はこの問題意識を用い、ポジティブとネガティブな E 口コミが混
在する条件を想定し、実験式の調査を用いた仮設検証型の実証研究を通じ、分析を行
っている。	 
	 	 本研究の目的は、オンラインショッピングサイトに「返品保証制度の有無」、およ
び「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」が消費者のオンライン購
買行動に与える影響を解明することにより、消費者のオンライン購買行動をより深く
理解することである。また、オンラインショッピング企業の視点からみれば、オンラ
インショッピングのビジネスを向上させるために、どのような施策が消費者にとって
有意義なのか、カスタマーレビューをコントロールする必要があるか、という意思決
定はエビデンスを本論文が提供している。	 
本論文の流れは以下の五つの部分によって、構成されている。第一章では、本研究
を行う問題意識、本論文の目的と研究意義を述べている。第二章では、オンラインシ
ョッピングにおける消費者行動に関する研究、口コミが消費者行動に与える影響に関
する研究、オンラインショッピングにおいて E 口コミが消費者の購買行動に与える影
響に関する研究を調査し、先行研究にから得た成果を整理している。第三章では，本
研究のリサーチクエスチョンの設定、仮説の設計を紹介している。第四章では、調査
手法、仮想オンラインショッピングサイトの設計、および質問票の設計を紹介してい
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る。第五章では、調査概要、調査から収集したデーターの分析結果、仮説の検証、お
よび分析結果による考察を紹介している。最後に、第六章では、本研究の限界、およ
び今後の課題を紹介している。	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第二章 	   先行研究	  
	 
1 	 消費者のオンライン購買行動に関する既存研究	 
	 
	 	 インターネットの発展によって、生産と消費の距離は縮まった。オンラインショッ
ピングにおいて、消費者がいつでもオンラインショップを通じて気に入る商品を選ぶ
ことができる。E コマース業者もロケーションに関わらず、消費者と取引することが
できる。情報は時間と空間の限界を超え、企業と消費者をつなぐ。E コマースの興起
に伴い、消費者行動も伝統的行動形式と異なる変化が起きている。	 
	 	 オンラインショッピングは消費者の購買意欲を高める。インターネットを通じて、
情報を獲得することの速さと便利さ、また、時間と空間の限界を超えて膨大な情報量
によって、消費者がいつもより大きな刺激のある環境にいることになる（王,	 2005）。	 
	 	 オンラインショッピングは消費者の購買意欲を快速に購買行動に変えることがで
きる。伝統的消費形式では、店舗の位置や営業時間などの規制によって、消費者の購
買意欲と経済能力があっても、実の消費行動に移せるとは限らない。消費者の購買を
促すモチベーションの中で、便利性は重要な一つである。生理的、心理的な支出が減
少されると、消費したくなるのである。オンラインショッピングの環境では、製品を
探すから注文するまで、すべてはパソコン一台でできるようになった。さらに、イン
ターネットのおかげで、製品や価格を比較することも簡単化された（張,	 2008）。	 
	 E コマース業者はこのような変化を理解した上、適当なマーケティング戦略を立て
ることは必要であろう。	 
	 Chan と Cheung	 (2003)は、オンラインショッピングにおける消費者購買行動の研究
分野では、重要にされている３つのコンセプトである「意欲」、「採用」、「継続」をリ
ンクし、オンライン消費者の購買行動モデルの構築を試みた。彼らは、このモデルを	 
MICA モデルと呼ぶ（）。さらに、MICA モデルでは、消費者のオンライン購買意欲と E
コマースの採用に影響を及ぼす要因を中心として、調査を行った。この研究には、消
費者のオンライン購意欲およびオンライン購買の採用に影響を及ぼす要因が５つ提
出された。その中で、インターネットにおける商品の評価（E 口コミ）が言及された
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が、この評価がどう消費者の購買行動に影響するか、具体的な作用原理は何かという
のについて解明できなかった。しかも、ツイッター（twitter）や facebook など、急
速に普及してきたソーシャルネットワークと BBS はインターネットにおける評価の
情報源にもされていなかった。	 
図表２−１	 MICA モデル	 
出所：Chan	 and	 Cheung	 (2003)により筆者作成	 
	 
	 Liu,	 Wan と Xuecheng(2010)は、インターネットにおける購買意思決定を分析し、IIAE
モデルを構築した（情報、意向、納得、評価）。情報源として、「広告と企業 WEB サイ
トから」、「BBS とソーシャルネットワークから」と「消費者の過去購買行動と経験か
ら」の３つが提出された。IIAE モデルは消費者のインターネットにおける購買意思
決定の過程を系統的に分析し、「情報」、「意向」、「納得」、および「評価」はこの過程
の４段階に分かれている。「情報」という階段は消費者購買意思決定の前提である。
また、情報源として、「広告と企業 WEB サイトから」、「BBS とソーシャルネットワー
クから」と「消費者の過去購買行動と経験から」の３分野が提出された。この研究に
よると、インターネットにおけるソーシャルネットワークの情報源をふくむ評価が消
費者購買意思決定の重要な影響ファクターだと言っているが、MICA モデルのように、
更に深く調査分析することには依然至らなかった。	 
オンラインショッピングにおいて、オンライン消費者は企業のカスタマーであると
同時に、E コマースサイトのユーザーでもある。従って、企業の販売活動のカスタマ
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ーとして、およびオンラインショップのシステムを利用するユーザーの両方の角度か
ら E コマースサイトのファンクションとメカニズムはどうなるべきかというトピッ
クに着目した研究が多数存在する。	 
 
(1) 知覚リスクとその緩和策に関する既存研究 
	 
	 オンラインショッピングでは、消費者側と企業側の接触がなく、消費者にとって知
覚リスクが生じやすく、この知覚リスクは企業が E コマースビジネスを展開するにネ
ガティブな要素であると、一部の研究者に言われてきた（Ba と Pavlou,	 2002）。	 
	 渡部と岩崎（2007）は、消費者がオンラインショッピングに関する意識、オンライ
ンショッピングに対する抵抗感、消費者の個人属性について研究を行った。彼らはア
ンケート調査を行い、オンライン消費者の購買を促す要因を分析した。その上、オン
ライン消費者が異なる商品に関する抵抗感の強さによって、商品をオンラインで「買
いやすい商品」と「買いにくい商品」の二種類に分類した。彼は、商品を「最寄品」、
「買回品」、「専門品」のように分類し、オンラインショップに販売されている主要な
38種類の商品を対象にして調査を行い、ポジショニングマップを作成した（図２−２）。
消費者の個人属性について、性別、年代、世帯年収、過去１年間にオンライン購買の
回数、過去１年間にオンラインショップでの購買額合計のデーターを収集した。異な
る商品種類に対する抵抗感を測定するために、アンケート調査を通じて７段階法で被
験者に抵抗感に関する質問項目に答えてもらった。その上、オンライン消費者がオン
ラインショッピングする際に重視する要因、例えば、オンラインショップで掲載され
ている商品情報、オンラインショップの評判、友人や知人からの口コミなどの重要性
を尋ねた。収集したデーターを因子分析で処理した結果、因子が 11 個抽出された。
それぞれは、「ネット情報重視」、「実店舗コミュニケーション重視」、「価格重視」、「ネ
ットショップ不信」、「サービス・評判重視」、「ストア・ロイヤルティ重視」、「口コミ
重視」、「実感重視（実際に商品を見たり、手に取ることを重視）」、「スイッチング・
コスト（買う店を変えることによって犠牲することを重視）」、「時間節約重視」、「ブ
ランド志向」である。また、彼は異なる商品種類のデーターを用い、ポジショニング
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マップを作成した。結果、「最寄品」、「買回品」、「専門品」と「サービス・コンテン
ツ」という４つの類型があることが明らかになった。この中、「専門品」のような高
価の商品に対して、消費者が相対的に高い抵抗感を持つ一方、本や CD を含めた「サ
ービス・コンテンツ」に対して、低い抵抗感が示された。本研究の調査に採用された
商品であるデジタルカメラは彼らの研究では「買回品」にあてはまり、消費者がオン
ラインショップでデジタルカメラを購買することにやや高い抵抗感を示すことが分
かった。また、オンライン消費者がオンラインショッピングに関する抵抗感を決める
要因を検証するために、彼は抵抗が形成される原因を商品類型別に重回帰分析を行っ
た。具体的に、因子分析から得たオンライン消費者の購買意思決定を決める 11 個の
因子を独立変数にし、４つの商品類型を従属変数にした。結果、「ネット情報重視」、
「価格重視」、「口コミ重視」、「時間節約重視」の４つの因子は消費者が「買回品」を
オンラインで購買することに感じる抵抗感を決め、かつ、標準化回帰係数は負のもの
であった。すなわち、この４つの因子はオンライン消費者が感じる抵抗感を削減する
効果がある。一方、「ネットショップ不信」、「サービス・評判重視」、「実感重視」、「実
店舗コミュニケーション」の４つの因子は「買回品」をオンラインで購買することへ
の抵抗感の形成にも有意な効果が見られ、かつ、抵抗感を高める効果があることが分
かった。商品の類型から結果を見ると、「サービス・コンテンツ」に対して、オンラ
イン消費者の抵抗感は最も低く、買いやすい商品種類だと言えるであろう。「最寄品」
に安価なものが多く、消費者が最も頻繁にオンラインショップを通じて購入する商品
である。オンライン消費者は「買回品」をオンラインショップで購入する際に、「ネ
ット情報」を重視し、「時間節約」や「価格」を「最寄品」を買う時より重視しない
結果となった。「専門品」に対して、消費者はオンラインショッピングについて「ネ
ットショップ不信」が強く、抵抗感が比較的に高いことが明らかになった。	 
	 	 野島（2001）は、オンライン消費者の知覚リスクについて研究を行った。彼女は、
消費者の知覚リスクをされに商品品質に対する知覚リスクと電子商取引に対するリ
クスの二つに細分した。商品品質リスクとは、商品購買・使用に関する不確実性が高
く、消費者が商品に期待した便益を商品・サービスから得られない可能性をさす。彼
女によれば、オンラインショッピングにおいて、事前に商品の本物をチェックするが
できないため、このリスクは異常に高い。取引リスクとは、オンラインショッピング
における商品探索・受注・配送・決済などのプロセスが期待したように完成されなく、	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図表２−２	 オンライン購買に対する抵抗感/買いやすさによるポジショニングマップ 
（横軸：商品のネット購買への抵抗感、縦軸：上方は有形商品、下方は無形な商品を表す） 
	 
出所：渡部と岩崎（2007）により筆者作成	 
	 
オンラインユーザーが期待した便益が得られない可能性と定義された。オンラインシ
ョッピングにおいて、オンライン消費者と販売者は通常対面的なコミュニケーション
ができないため、取引をすることのリスクは異常に高い。彼女は、2000 年２月の時
点で、アメリカのオンラインショッピングセンター184 サイトを調査し、これらのサ
イトにあるリスク削減制度を収集した。結果、リスク削減制度は２タイプに分けられ
た。マーカー保証・商品評価・法人配送・保人決済を利用し、商品や取引を当事者に
限定することにより、オンライン消費者の知覚リスク、主に取引リスクを削減するタ
イプである。もう一つは、販売者質問・販売者評価・カスタマー評価・BBS を利用し、
販売者と消費者のコミュニケーションをできるだけ多くすることと消費者により多
くのインフォメーションを提供することによって、オンライン消費者の知覚リスク、
商品品質リスクと取引リスクの両方を削減する施策である。彼女は、オンラインショ
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ッピング企業が、これらの制度を参考に、２タイプの知覚リスクを削減するウエブデ
ザインをすることが大事であると提唱した。	 
	 この研究を土台に、野島（2003）は、オンラインショッピング企業が消費者の知覚
リスクを緩和するために提供すべきインフォメーションを検証した。さらに、これは
オンライン販売者の経営成果との関係を研究した。彼女によれば、ビジネスモデルが
正しく立てられていないため、収益を予想通りに獲得することができないオンライン
販売者が日本に多数存在する。オンラインユーザーの人数が異常に多く、オンライン
シップというプラットフォームのみを通して同時に複数の消費者に情報を提供し、こ
れらの情報だけで消費者に購買意思決定をさせ、かつ対面的コミュニケーションなし
で取引を完成させなければならないのは E コマースである。これらの特徴があるから
こそ、オンライン消費者がオンラインショッピングに不安を感じるであろう。オンラ
イン販売者がどうオンラインショップを通じてどんな情報を提供し、商品や取引に関
する情報だけでなく、消費者の不安やオンラインショッピングに対する抵抗感を解消
できるようなインフォメーションを提供すべきである。そこで、この研究はオンライ
ン消費者の知覚リスクを削減できる上をリアルの評価情報（例えば、取り扱う商品は
有名である、実店舗で現物を確認できる）、外部権威の評価情報（例えば、他サイト
や雑誌に紹介されている、専門家に評価される商品である）、消費者の評価情報（例
えば、カスタマーレビュー）と取引詳細情報（例えば、在庫状況が確認可能である、
配送方法と納期の表示がある）の４つに分類した。この上、オンライン販売者は自社
が取り扱う商品の種類やブランド戦略によって、適当な情報を選び、オンラインショ
ップに乗せるべきであると指摘した。さらに、野島は日本で「健康食品・器具、地方
特産食品、パソコン、書籍」を扱うオンライン販売者の 133 サイトを対象に、提供さ
れている知覚リスクを削減する情報を調査した。調査手法として、日本のオンライン
消費者に質問票調査が行われた。分析した結果、日本のオンライン販売者が行うビジ
ネスモデルは「リアルの評価情報」と「取引評価情報」を提供するタイプと、「外部
権威の評価情報」と「消費者の評価情報」を提供する２つのタイプに分けられた。	 
	 	 その上、野島はオンライン販売者がどのビジネスモデルを選ぶべきかについて分析
を行った。T 検定を行った結果、二つのビジネスモデルを利用した人数の差は認めら
れなかった。また、商品の種類別に二つのビジネスモデルを利用した人数の差も認め
られなかった。すなわち、二つのビジネスモデルともマーケットに効果を果たしてい
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る。	 
	 
図表２−３	 日本オンライン販売者のオンライン情報提供種類 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 出所：野島（2003）により筆者作成	 
	 
	 	 	 
	 	 また、分析をした上、「取引詳細情報」が獲得するカスタマーの人数に貢献するこ
とが明らかになった。すなわち、日本のオンライン販売者は在庫状況の表示や配送納
期の可視化を重視すべきである。	 
	 	 ただし、この研究は、返品制度がオンライン消費者の知覚リスクを削減する効果に
及ばなかった。	 
Dirk と Joseph(1999)によれば、この知覚リスクを軽減する施策はオンライン消費
者の購買意欲にポジティブな影響を与える。	 
	 	 青木(2005)は、オンライン消費者がオンライン購買に対する知覚リスクを整理し、
さらにその知覚リスクを削減する施策を議論した。具体的に、知覚リスクを商品に関
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連するリクスと取引状況関連するリスクに分類した。前者の中で、パフォーマンスリ
スク（商品が予想したように機能しない）、物理的リスク（商品の破損）、身体的リス
ク（商品が消費者自身の健康を害う）、心理的リスク（失敗した購買経験をし、自己
に不満する）、社会的リスク（商品が準拠集団に認められない）が含まれている。後
者の中で、経済的リスク（失敗した購買経験によって、お金が無駄になる）、取引履
行リスク（オンライン販売者が取引を予想通りに履行しない）、情報漏洩リスク（消
費者の個人情報が濫用される）、決済リスク（クレジットカードなどに関する情報が
漏洩される）が含まれている。	 
	 	 知覚リスクを削減する施策として、オンライン消費者の視点からとオンライン販売
者の視点から分類した。オンライン販売者の視点から、詳細な商品情報を提供するこ
と、保証制度を採用すること、実店舗と連携することが検討された。オンライン消費
者に視点から、口コミ情報の収集、マスコミ情報の収集、ブランド忠誠、有名ブラン
ド選択、店舗での情報収集が提唱された。	 
	 	 詳細な商品情報を提供することは、オンライン消費者のパフォーマンスリスク、物
理的リスク、身体的リスク、心理的リスクなどすべての知覚リスクの解消に対応する。
保証制度について、返品や交換などの保証制度が含まれている。しかも、パフォーマ
ンスリスク、心理的リスク、社会的リスク、経済的リスクを解消するために、青木は
商品に欠陥がなくても、オンライン販売者が返品や交換制度を提供し、消費者に誤っ
て購入してしまった商品購買経験を正すチャンスをあげることを提唱した。実店舗と
連携する施策は、オンライン消費者の取引履行リスクを削減することに対応する。こ
の研究では、オンラインで注文した商品をオンラインの実店舗で受け取るサービスを
提供すること、実店舗でお金を払うことが提唱されている。これによって、決済と商
品の受け取りは同時になり、オンライン消費者の知覚リスク解消につながる。また、
実店舗の従業員とコミュニケーションすることができるようになる。オンラインショ
ッピングにおいて、対面的コミュニケーションができないことによる知覚リスクも削
減される。	 
口コミ情報の収集とマスコミ情報の収集が重要な消費者による緩和策として議論
された。この二つの施策はすべての知覚リスク解消にポジティブな効果があると分析
された。	 
この研究では、一般論として消費者がオンラインショッピングに関する知覚リスク
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を削減する施策が検討されている。各施策の交互作用や消費者のオンライン購買意思
決定に与える影響が及ばれなかった。	 
	 
図表２−４	 知覚リスクの種類と緩和策 
 
 
	 出所：青木（2005）により筆者作成	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 一方、E コマースサイトや ATM のようなセルフサービスにおいて、販売者と消費者
の間で対面的接触がなく、テクノロジー上の特性は消費者がセルフサービスに対する
知覚にユニークな影響を及ぼす（Meuter,	 2000）。Dabholkar(1996)は、愉快感とコン
トロール感がセルフサービステクノロジーの評価に最も影響を及ぼすと指摘した。一
部の消費者にとって、店舗に居る店員さんやお問い合わせの係りは不快感が生じる原
因である。消費者はこういった人たちを避けるために低いロイヤリティと信頼を示し、
スイッチング行動を起こす。適当なセルフサービスサイトの設計は消費者のこの訴求
を満足させることができる（Meuter,	 2000）。	 
また、Eコマースにおいて、情緒的感覚が消費者の購買意思決定にも影響を与える。
オンラインカスタマー行動を解釈する伝統的理論に情緒的変数は顧みられていない
（Sun	 and	 Zhang,88）。知覚愉快感、ユーザーがシステムを利用することから感じる
愉快の程度は購買意欲にポジティブな効果がある(Davis,	 1992)。ユーザーがシステ
ムに対する不安はシステムの利用にネガティブな効果がある(Davis,	 1992)。Kim と
Hwang(2006)は、情緒的感覚が意欲と行動に影響及ぼす研究、心理学、マーケティン
グをベースに、サイトにおけるサービス内容に対する知覚クオリティが E 信頼と情緒
的変数（愉快と不安）に及ぼす影響について研究を行った。彼らは、知覚ウェブクオ
リティ、愉快感、不安を独立変数にし、E 信頼を誠実、ベネボレンス(benevolence、
オンライン販売者が消費者のことを考慮してくれることをさす)、能力に細分して従
属変数にした。オンライン調査を行った結果、知覚ウェブクオリティは誠実、ベネボ
レンス、能力にポジティブな影響を与えること、知覚ウェブクオリティは愉快感にポ
ジティブな影響を与えること、知覚ウェブクオリティは不安にネガティブな影響を与
えること、愉快感は誠実と能力にポジティブな影響を与えること、不安は誠実と能力
にネガティブな影響を与えること分かった。また、愉快感と不安はベネボレンスに影
響を与える仮説は支持されなかった。カスタマーのロイヤリティを高めるために、ウ
ェブのクオリティを高め、オンラインユーザーに愉快を感じさせると同時に、不安を
解消させるべきである。	 
 
2 オンラインショッピングにおける信頼に関する既存研究	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 インターネットを使う人が増加しているが、オンラインショッピングをする人はそ
の中のただ一部である。オンラインショッピング業者に対する不信は重要な原因であ
る。購買心理学の概念では、「知覚リスク」という。知覚リスクとは、購買意思決定
に伴って消費者が主観的に知覚するリスクのことである（青山、2005）。具体的に、
この不信は合理的ではないプライシング、不正確なインフォメーション、個人情報の
濫用、クレジットカード情報の獲得などを含めている(Reichheid,	 2000)。	 
	 Eコマースだけでなく、伝統的な販売形式にも信頼は重要である。人間はソーシャ
ル環境を理解するニーズを有する。それは、他人はいつ、なぜ、何を、どうやって行
動するのかを理解することである(Luhmann,	 2000)。Eコマースも同じである。直接に
接触することができないため、消費者がオンライン販売者の行動を理解し、予測する
ことが困難である。多数のEコマース業者からだれを選択して欲しいものを手に入れ
るか、という意思決定をすることは、選んだEコマース業者を信頼することになる。E
コマース業者に対して、オンライン消費者を維持するキーは価格ではなく、信頼なの
である	 (Frederick,2000)。	 
(1) 信頼の定義 
	  
	 Currall と Judge（1995）は、信頼をリスクのある状況で、個人が他の人物、また
組織に対する依頼だと定義している。	 
	 消費者が誰を信じることにリクスを負う必要はないが、信頼する上に何かの行動を
起こすのにリスクを負うのである（Mayer,1995）。E コマース業者に対する最初の信
頼は経験をベースにするではなく、個人属性である信頼が生じる容易性、口コミ、E
コマース業者の組織特性で決める（McKnight,	 1998）。	 
	 信頼性の概念は複雑であり、信頼性に対する定義も多種多様である。辞書によると、
信頼とは、相手を信用し、頼りにすることである。Kumar(1995)は、信頼は他人の行
動に安心できるという確信だと説明している。	 
	 	 Bhattacharya	 (1998)により、違う分野の研究者は信頼を異なる角度から定義して
いる。個人心理学の分野では、信頼は個人属性と見られている一方、社会心理学では、
信頼を取引している他人の行動に対する期待の起点として見ている。経済学者と社会
学者は信頼される制度の構造、取引をする上の不確実性を削減する施策を重視してい
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る。	 
以上の研究分野に加え、マーケティングの分野では、次の二つのことがよく研究さ
れている：取引両方の関係に信頼の作用（Smith	 and	 Barclay,1997）、信頼の形成に
文化の影響(Doney	 et	 al.,1998)。	 
 
(2) E コマースにおける信頼 
	 
正田（2001）により、ネットでの購買は多くのリスクを伴い、消費者に購買を躊躇
させる大きな要因となっている。ネット購買者の７割以上がネットでの購買に不安を
覚えているという。信頼に欠けていることはオンライン消費者がオンラインの購入を
躊躇する、または避ける重要な原因である（Gefen,	 2000）。Jones と Leonard(2008)
は、不信はオンラインファームがオンライン消費者と良い関係を構築できていないこ
との主要原因であると主張した。Matthew と Efraim（2001）は、EC 企業に対する信
頼、ネット通販サイトに対する信頼、オンライン取引の安全性が消費者のオンライン
購買に対する信頼に主な要因と主張した(図２−５)。	 
	 
図表２−５	 インターネットバンクに対する E 信頼の形成 
	 
出所：Matthew	 and	 Efraim（2001）により筆者作成	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 David	 (1999)によれば、オンライン販売者に対する熟知度、オンライン取引プロセ
スに対する熟知度、オンライン販売者に対する信頼がオンライン消費者の購買意思決
定、オンライン販売者とコミュニケーションを取る意欲にポジティブな影響を与える
（図２−６）。	 
図表２−６	 E 信頼、熟知度と信頼容易性が購買意欲に与える影響 
	 
	 	 	 	 	 	 	 出所：David	 (1999)により筆者作成	 
	 	 David と Detmar（2004）は、オンライン消費者がオンライン販売者に関する信頼感
を決定する要因について研究を行った。彼らによれば、この信頼感を細分すれば、オ
ンライン販売者の誠実さ、行動の可予想性、能力、ベネボレンスを含めている（図２
−７）。オンライン販売者の誠実さとは、オンライン取引の安全性であり、オンライン
ショップを通じて真実な情報を提供すること、個人情報を慎重に扱うこと、クレジッ
トカード情報を濫用しないことをさす。行動の可予想性とは、オンライン販売者は予
想通りに取引を履行することをさす。オンライン販売者の能力とは、E コマース業者
としての専門力をさす。ベネボレンスとは、オンライン販売者が消費者に好意を持っ
ていること、消費者のことを考慮してくれることをさす。さらに、彼らはこの信頼感
が消費者のオンライン購買意欲にポジティブな影響を与えることを指摘した。また、
消費者の個人属性として、信頼感が生じる容易さ、オンラインショップに対する熟知
度をコントロールした。	 
	 	 Kim	 and	 Prabhakar(2000)は、インターネットバンクを対象に、E コマースに関す
る信頼感、オンライン消費者の知覚リスクとオンライン購買行動の関係について調査
を行った。彼達は E コマース業者に対する信頼性を高める要素を明らかにし、E コマ
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ース業者に対する信頼感がオンライン購買行動に与える影響に着目した。消費者の個
人属性である信頼感が形成される容易性、インターネットバンクの制度の安全性、口 
図表２−７	 E 信頼の構成 
	 
	 	 出所：David	 and	 Detmar（2004）により筆者作成	 
	 
コミ（口コミのコンテンツ、口コミの発信者との関係の強さ）を独立変数にし、イン
ターネットバンクに対する信頼、インターネットバンクの採用を測定した。結果とし
て、以下の仮説が支持された。信頼感が生じやすい消費者ほど、Eコマース業者に高
い信頼感を持つこと。Eコマースの制度特性がポジティブなほどオンライン消費者がE
コマース業者に関する信頼感は高いこと。オンライン消費者がアックセスしたポジテ
ィブな口コミが多いほど、Eコマース業者に関する信頼感は高いこと。オンライン消
費者がEコマース業者に関する信頼感がEコマースの採用にポジティブな効果がある
こと。ただし、口コミの発信者との関係の強さがインターネットバンクに対する信頼
に正の影響を与えるという仮説が棄却された。	 
	 すなわち、E口コミ情報は消費者がEコマース業者に関する信頼性、さらに消費者の
オンライン購買意思決定に影響を与えることが伺える。	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(3)	 信頼に関する研究の３つの潮流(2000 年以前) 
	 
方法	 記述	 研究変数	 
経済ベース	 個人が理性的にコストとベネ
フィットによって信頼を選択
する	 （Williamson,	 1993）	 
知覚リスク	 
１）相対的有利	 
２）ネガティブな結果	 
制度ベース	 人が存在する制度によって、未
来に対してポジティブな予想
ができ、さらに行動する
（Zucker,	 1986）	 
制度の特性	 
１）構造的保証	 
人格ベース	 幼時、面倒を見てくれた人に対
する信頼がその人が他人に対
する信頼する傾向を決める
(Rotter,	 1967)	 
信頼が形成される容易性	 
 
(4) TAM と E コマースに関する既存研究 
	 
	 消費者のオンライン購買行動モデルの中で、TAM モデルは研究者たちに認められて
いる。このモデルは、TRA モデルをベースにしたものである。オンラインショッピン
グの特徴によって構築されたものである。	 
	 TRA モデル（Theory	 of	 Reasoned	 Action）とは、あるオブジェクトに対する態度
はこのオブジェクトに関する知覚有用性（perceived	 usefulness	 ）と知覚イースオ
ブユース（perceived	 ease	 of	 use）に決められる。この態度はオブジェクトに対す
る行動意思（behavioral	 intention	 ）に直接的な影響を有する(Davis,	 1989)。	 
	 E コマースにおいて、オンラインショッピングプラットフォームに対する知覚有用
性と知覚イースオブユースは購買意思決定に影響を与える（L.R.	 Vijayasarathy,	 
2004、C.	 Yoon,	 2009）	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 Gefen	 and	 Karahanna（2003）は、消費者のオンライン購買行動を説明する TAM モ
デルを提出した。彼らによれば、オンラインショッピングサイトに関する E 信頼は消
費者のオンライン購買意思決定に大きな影響を及ぼす（図２−８）。この研究では、E
信頼は４つの要因に決められるという仮説が立てられた。この要因の一つ目として、
オンラインショッピングサイトは不誠実な行為をしても、利益が獲得できないという
確信のことである。二つ目として、オンラインショッピングサイトに取引の安全性を
保証するシステムがあるという確信のことである。三つ目として、「信用できるオン
ラインショッピングサイトはこのような画面のはずだ」という認識と一致するデザイ
ンであること。四つ目として、消費者が熟知度しているオンラインショップであるこ
と。さらに、オンラインショッピングサイトが使いやすいという知覚は消費者の E 信
頼の構成要素ではないが、E 信頼に影響を及ぼすという仮説も立てられた。分析を行
った結果、消費者がオンラインショップに対する熟知度が E 信頼を構成するという仮
説が支持されなかった。この以外の仮説は有意な結果が出た。	 
	 
図表２−８	 TAM によるオンライン購買行動モデル 
	 
出所：David	 and	 Elena（2003）により筆者作成	 
	 
3 オンラインショッピングと E 口コミの関係に関する既存研究	 
 （1）口コミと E 口コミ効果 
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 E 口コミはオンラインの環境で伝播される口コミであり、伝統の対面的口コミと共
通する部分がある。例えば、E 口コミも対面的口コミも高い信用度と伝播率を有する
（Haubl,	 2006）。一方、インターネットの環境では、ユーザーは匿名で発言すること
ができるから、対面的口コミにより他人と気楽でコミュニケーションできる。	 
	 口コミの効果はポジティブな効果とネガティブな効果に分けられる。また、効果の
対象によって、消費者効果と企業効果に分けられる。消費者効果とは、口コミが消費
者の購買意欲と購買行動に与える効果である。企業効果とは、企業の製品やサービス、
ブランドに関する口コミが消費者に受信され、さらに企業に与える効果である。前者
は直接効果であり、後者は間接効果である。	 
	 	 本研究は、口コミは消費者の購買意欲に与える影響に着目する。	 
口コミ効果を決定する要素についての研究が多数存在する。口コミのソース、たと
えば、消費者と口コミ発信者の関係の緊密さは口コミの効果に影響を与える（Brown
と Reingen,	 1987）。E 口コミにおいて、通常口コミ発信者は見知らぬ人だから、発信
者と受信者の消費者の関係は弱いであろう。	 
	 
(2) オンラインショッピングと E 口コミ	 
	 
	 	 近年、口コミマーケティングがますます注目されるようになった。口コミは消費者
に重視される上、低コストと伝播しやすい特徴を有する。口コミマーケティングが企
業のパフォーマンスをあげる有効性が認められた。	 
	 	 インターネットが消費者に便利に意見や経験をシェアするプラットフォームを提
供すると同時に、企業に口コミマーケティングを活用するチャンスを提供している。
インターネットがますます普及する中、ソーシャルネットワークが快速に発展してい
る。ソーシャルネットワークを発起した設立者が知り合いを招待し、ネットワークに
加入してもらう。新しいメンバーが彼達のネットワークにいる人々を招待する。	 
	 	 インターネットを通じて商品を探す時に、価格などの基準で商品をサーチすること
ができる。気に入る商品は熟知度の低い E コマース業者が販売している場合は多いで
あろう。オンライン消費者が購買意思決定をする際に、熟知度の高い E コマース業者
を選び、安全な選択をするか、知らない E コマース業者を選ぶかという決定をまずし
なければならない。オンラインショッピングにおいて、不確実性がブランドを選ぶと
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いう意思決定に与える影響についての研究により、熟知の販売者を選ぶ時より、熟知
していない販売者を選ぶ時のほうが、消費者が積極的に口コミ情報を探す（Biswas,	 
1992）。インターネットから入手できる情報の量は膨大である。オフラインの世界と
違い、いつ、どこ、なにを、情報収集はすべて消費者自身がコントロールしている。
これもあって、熟知していない販売者を選んだ後に、ネガティブな結果が出た時に、
消費者は自分を責める傾向が強い(Simonson,	 1992)。この傾向がある上、熟知してい
ない販売者を選ぶ時に、より口コミ情報にアックセスしたくなるであろう。	 
	 	 Eコマースの普及に連れて、オンラインショッピングにおけるカスタマーレビュー
も注目されるようになった。消費者はどういうふうにカスタマーレビューを利用する
か、カスタマーレビューはオンライン消費者の購買意欲と購買行動に影響を与えるか、
こういった研究が出てきた。過去の経験に満足した消費者は一部の人に自分の経験を
シェアしがちの一方、過去の経験に不満を抱えている消費者はすべての人と自分の経
験を共有して欲しいという。オンラインコミュニティはこういった自分の経験を共有
できるプラットフォームを提供している。これはオンラインコミュニティの流行の原
因にもなる（Angehrn,	 1997）。消費者に口コミを発信させるために、消費者にお金や
ポイントを払う海外企業（例えば、eBay）があるのもこれだからであろう。しかし、
ネガティブな口コミが発信されたら、それを読んだ消費者の購買意思決定はどう影響
を受けるか？ポジティブな口コミとネガティブな口コミはそれぞれどういうふうに
消費者に影響を与えるか、こういった研究が必要になってきた。	 
	 オンラインコミュニティから他人の意見や経験が受信できることのベネフィット
は大量の情報が購買意思決定をする際に手に入れられることである。オンラインの口
コミはアックセスビリティ、範囲とソースに分けられる。オンライン上、膨大の量の
情報が存在するから、企業がある情報を消費者に近いところに設置することによって、
これらの情報を消費者にとってよりアックセスできるようにすることができる。例え
ば、製品情報と一緒にカスタマーレビューやレーティングといった口コミ情報を提供
する。OlshavskyとGranbois（1979）は、消費者が購買意思決定をする際に、不確実
性を削減できるため、口コミ情報が大きな効果を有すると指摘した。購買意思決定を
するには一定量の情報が必要とするため、消費者が口コミを探す。	 
	 また、口コミを読む前に、消費者が口コミされた製品/サービスを採用する傾向の
強さが口コミ情報の効果に大きく影響する。口コミ情報を読む前に、製品/サービス
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を採用する傾向が強ければ強いほど、口コミ情報をポジティブな方に解釈する
（WilsonとPeterson,	 1989）。すなわち、消費者が購買意思決定をする基準と意思決
定を決める要因は口コミ情報収集の量を左右し、さらに製品に対する態度や購買意欲
に大きな影響を及ぼす。	 
	 	 Patrali(2007)は、ネガティブなレビューに着目し、こういったレビューが E コマ
ース業者に対する評価に与える影響を検証した。彼は、どの程度までレビューを探す
のはオンライン消費者が E コマースを選ぶ理由に決められる。また、ネガティブな口
コミがEコマースの信用度と購買意欲に与えるネガティブな効果はEコマースの熟知
度と E コマース業者の属性に大きく影響されることが明らかになった。	 
	 	 口コミ情報の提供者は口コミを発信するによって利益をもらえないから、口コミ情
報、特にネガティブな口コミは多くの消費者に信用されている。Mizerski(1982)は、
ネガティブなプロダクトレーティングについて研究をおこなった。口コミ情報は販売
者関係者の以外の人から発信された場合、ネガティブな口コミ情報のほうがポジティ
ブな口コミ情報より消費者に信用されることが明らかにされた。しかし、インターネ
ット上の口コミ情報全体に対して、消費者が疑う態度を示した。この理由は、口コミ
提供者が製品やサービスをおすすめした、またはネガティブな意見を発信したモチベ
ーションは不明であること、口コミ提供者と販売者の関係が不明であることである。
また、消費者が口コミ情報にアックセスする前に持っていた製品と企業に対する態度
は口コミ情報のフィルターのような効果を持つ。熟知している販売者を選ぶ傾向を持
つ消費者は、口コミ情報をよりポジティブな方向に受け入れる傾向がある。こういっ
た消費者は販売者に関するネガティブな口コミ情報を読んだ時に、低価格で販売者を
選ぶ消費者より、ネガティブな影響を受ける程度が低い(Wilson	 and	 Peterson,	 1989)。	 
	 	 口コミされたブランドや販売者に対する熟知度は消費者が口コミコミュニケーシ
ョンに対する反応に影響を及ぼす（Wowen,	 1980）。すなわち、熟知している販売者を
選ぼうとする消費者はネガティブな口コミ情報やカスタマーレビューにアックセス
した時に、状況的な、あるいは一時の要素（例えば、祝日が忙しいから、好みが異な
る、技術上のミスなど）に帰する傾向がある。	 
	 	 East、Hammond	 and	 Lomax	 (2008)は、ポジティブな口コミとネガティブな口コミが
ブランド購買意欲に及ぼす影響についてイギリスとフランスにサーベイ調査を行っ
た。この研究から、主にファンディングが４つあった。一つ目として、データーを分
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析した結果、ポジティブなクチコミによるポジティブな影響の方が、ネガティブな口
コミによるネガティブの影響に比して大きかった。彼らは、調査に使われたブランド
の高い知名度がこの結果に影響をしたと分析した。二つとして、ポジティブな口コミ
とネガティブな口コミ効果は口コミを受信する前の購買意図、口コミにおける態度の
明確さ、消費者が口コミ対象ブランドに関する嗜好の影響をうける。三つ目として、
ポジティブな口コミは消費者のブランド選択にポジティブな影響を及ぼす一方、ネガ
ティブな口コミは消費者のブランド選択にネガティブな影響を及ぼすことが指摘さ
れた。最後に、消費者が自分の好きなブランドに関するネガティブな口コミを受信す
る際に、その口コミを抵抗する傾向にある一方、自分が好きではないブランドに関す
るポジティブな口コミを受信する際にも口コミを抵抗する傾向が示された。	 
	 Lee、Park	 and	 Han	 (2008)は、E 口コミ内容の方向性（ポジティブかネガティブ）、
口コミ対象製品の種類（探索財か経験財）、及びウエブサイトの名声に着目し、ポジ
ティブとネガティブな口コミがオンライン購買意欲に及ぼす影響を検証した。分析を
した結果、ネガティブな口コミによるネガティブな効果の方が、ポジティブな口コミ
のポジティブな効果に比して大きかった。また、商品が経験財か探索財かによって、
ポジティブとネガティブな口コミの効果の差異を吟味した。結果、経験財についての
ポジティブとネガティブなクチコミ効果の差異の方が、探索財についてのポジティブ
とネガティブなクチコミ効果の差異に比して大きかった。すなわち、消費者が経験財
に関する口コミの影響をより受けやすいということになるであろう。	 
	 Chatterjee	 (2007)の研究では、オンライン消費者がオンラインショッピングをす
る際に、どの E コマース業者を選択するかという意思決定をするために、口コミ情報
を探索する程度が検証された。また、彼はネガティブな口コミ情報を受信した消費者
の個人特性（販売者に対する熟知度、価格に対する敏感度）が購買意欲に与える影響
を研究した。彼はアメリカに居るマーケティング専攻と心理学専攻の大学生を対象に、
アンケート調査を行った。学生達は二つのグループに分けられ、オンラインショップ
のみを持つ販売者と実店舗とオンラインショップの両方を経営する販売者に関する
口コミをそれぞれのグループに見せた。二つのグループのそれぞれに、熟知度も値段
も高い本屋の情報と熟知度も値段も低い本屋の情報を見せた。また、カスタマーレビ
ューとレーティングを見せ、購買意欲を測定した。結果、販売者に対する熟知度はネ
ガティブな口コミによるネガティブな効果に影響を及ぼすことが明らかにされた。熟
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知度の高い販売者に関するネガティブな口コミがよるネガティブな効果が小さい。さ
らに、熟知度の高い販売者ほど、口コミ情報を収集する意欲が低い。一方、低価格で
製品/サービスを提供する販売者を選ぶ消費者はより多くネガティブな口コミを収集
し、かつ、ネガティブな口コミ情報に書かれた問題が再び起きる可能性が高いと知覚
する。この研究により、企業の伝統観念である、“絶対的低価格を提供する”ことは
必ずしも正しいとは言えない。低価格より、消費者がネガティブな口コミがより信用
できると知覚し、過去の消費者の経験に起きた問題が自分にも起きることを恐れる。
また、オンラインショップのみを持つ企業より、実態店とオンラインショップの両方
を行う企業の方が消費者に信用される。前者に関するネガティブな口コミによるネガ
ティブな効果のほうが、後者に関するネガティブな口コミによるネガティブな効果に
より大きい。すなわち、オンラインショップのみを持つ企業は自社が信用できるとい
うブランドイメージを立てる必要があるであろう。	 
	 	 Park	 and	 Lee(2007)は、E 口コミ内容の方向性（ポジティブかネガティブ）とウエ
ブサイトの名声が E 口コミの効果に与える影響について調査をおこなった。この研究
の仮説はネガティブな E 口コミがポジティブな方より大きな効果を有する、名声の良
いウエブサイトに掲載される口コミがそうじゃないウエブサイトに掲載される口コ
ミより大きな効果を有する、経験財の E 口コミ効果が探索財の方より大きい、ポジテ
ィブとネガティブな E 口コミの効果の差異は探索財の方より経験財の方が大きい、名
声の良いとそうじゃないウエブサイトに掲載される E 口コミの効果の差異が探索財
の方より経験財の方が大きいということである。彼らは、実験用ウエブサイトの画面
をデザインし、被験者にみせた。データーを分析した結果、すべての仮説は支持され
た。	 
	 Doh	 and	 Hwang	 (2009)	 は、消費者がどういうふうに E 口コミを評価するかについ
て調査を行った。彼らはポジティブとネガティブな口コミの比率が口コミの効果に与
える影響に着目した。ポジティブとネガティブな口コミが混在する場合、ポジティブ
な口コミの数以外に、消費者の個人属性も研究に加えた(図２−９)。具体的に、消費
者の商品関与、消費者の専門性のそれぞれが口コミの効果に与える影響を測定した。
口コミの効果とは、この研究では、口コミ対象製品に対する態度、購買意欲、オンラ
インショップに対する態度、および E 口コミメッセージに関する知覚信用度と定義を
つけられた。ポジティブとネガティブな口コミの比率は 10:0、9:1、8:2、7:3、6:4
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という５つの状況が想定された。実際のオンラインショッピングサイトからポジティ
ブとネガティブな口コミをピックアップし、仮想サイトが作られた。被験者に仮想サ
イトを見せた後に、口コミ効果は調査票を通じてデーターを収集した。分析を行った
結果、ポジティブとネガティブな口コミの比率が 10:0 のときに口コミの効果は最も
高かった。ポジティブな口コミの割合が 9:1 から 6:4 にと減少するにつれて、口コミ
の効果が低くなっていく傾向にあった。また、口コミの効果を測定する変数の一つで
ある、プロダクトに対する態度において、ポジティブとネガティブな口コミの比率が
7:3 と 6:4 の時に有意な差が認められた。消費者の商品関与が低い場合では、口コミ
の比率が 7:3 の方が消費者はよりポジティブな態度を持つことが分かった。一方、消
費者の商品関与が高い場合では、比率が 6:4 の方が消費者はよりポジティブな態度を
持つことが分かった。購買意欲において、同じくポジティブとネガティブな口コミの
比率が 7:3 と 6:4 の場合で有意な差が認められた。消費者の専門性が低い場合では、
口コミの比率が 7:3 の方が消費者はより強い購買意欲を持つことが分かった。一方、
消費者の専門性が高い場合では、口コミの比率が 6:4 の方が消費者はより強い購買意
欲を持つことが分かった。また、低専門性の場合では、ポジティブとネガティブな口
コミの比率が変わっても、オンラインショップに対する態度は大きな差異が見られな
かった。高専門性の場合では、口コミの比率が9:1と 8:2の間で有意な差が見られた。
口コミの比率が 9:1 の場合では、消費者はオンラインショップによりポジティブな態
度を持つことが明らかになった。	 
	 菊盛（2013）は、Doh	 and	 Hwang	 (2009)の研究を土台に、ポジティブとネガティブ
な口コミの比率が口コミ効果に与える影響に着目した上、ブランド熟知度をモデレー
ターとして設定した。	 
	 	 インターネットの発展に伴い、ソーシャルネットワーキングサイト(SNS)も急速に
普及してきた。Park(2013)は、SNS の特性がオンライン消費者の E 信頼の構成に与え
る影響について、研究を行った。彼は、SNS の特性に着目し、サイトの名声、規模、
インフォメーションの質、取引の安全性、販売者とのコミュニケーション、取引の容
易性と口コミによる推奨を独立変数にし、購買意欲と WOM 発信意欲を測定した。彼は、	 
韓国に居る多国籍のユーザーを対象に、アンケート調査を行った。共分散構造分析を
した結果、オンラインショッピングサイトの名声が消費者の購買意欲に正の効果、規
模が消費者の購買意欲に正の効果、インフォメーションの質が消費者の購買意欲に正
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の効果、取引の安全性が消費者の購買意欲に正の効果、販売者とのコミュニケーショ
ンが消費者の購買意欲に正の効果、口コミによる推奨が消費者の購買意欲に正の効果
は認められた。取引の容易性が消費者の購買意欲に正の効果は認められなかった。す
なわち、口コミ情報はオンライン消費者の購買意思決定にポジティブな影響をおよぼ	 
	 
図表２−９	 E 口コミの比率による E 口コミ効果 
	 
出所：Doh	 and	 Hwang	 (2009)により筆者作成	 
	 
す。また、オンラインショッピング企業にポジティブな態度を持つ消費者が口コミ情
報を発信する傾向があることが明らかになった。こういった消費者は他のオンライン
消費者の購買意思決定に影響を与える。この研究は、オンライン消費者がなぜオンラ
インショッピングサイトを信頼するかということについて貢献をした。また、オンラ
インショップ企業が自社のサイトをどんなふうに設計すべきかの根拠を提供した。	 
	 Bansal	 and	 Voyer(2000)は、	 E 口コミ発信者の専門性、受け手の感知リスク、受
け手の専門性、送り手と受け手の関係性、受け手の情報収集の意欲という５つの要因
がオンライン購買意思決定に影響するモデルを構築した（図２−１０）。	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 Chevalier	 and	 Mayzlin（2006）は、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの効果がオンラインショッピングの売上の間の関係について分析を行った（図２−
１１）。彼らは Amazon.com と Barnesandnoble.com というオンラインショッピングサ
イトを対象に、商品を本に設定した。カスタマーレビューとレーティングが売れた本
の数量に与える影響を調査した。つぎに、カスタマーレビューとレーティングが他に
本の売上を決める要素に与える影響について分析した。研究手法として、彼らは
Amazon	 
	 
図表２−１０	 口コミ送り手と受け手の属性が購買意欲に与える影響モデル 
	 
出所：Bansal	 and	 Voyer(2000)により筆者作成	 
	 
と BN.com で違う口コミがされている本をピックアップし、その本の販売数に対して
分析した。さらに、彼らは以下の状況を想定し、実験をを行った。ある本は良い評判
をされている。しかし、あるカスタマーが Amazon にこの本についてネガティブなカ
スタマーレビューを書いた。BN.com ではそのレビューはされていない。このネガテ
ィブな口コミによって、Amazon でこの本の販売はネガティブな影響を受けるのか？
（Amazon において、本の総販売数に占める割合は減少するか）さらに、彼らは自分
の研究がバイアスしないように、他に本の販売に影響を及ぼす要素をコントロールす
ることにした。例えば、同じ本に対する異なる価格設定と配送のスピードなどが考慮
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された。結果、カスタマーレビューが本の販売数に影響を与えることが支持された。
評価が高ければ高いほど売れる册数が上昇することが明になった。また、低い評価は
高い方より、消費者に大きい影響を与える。また、レビューの形式が口コミ効果に影
響を及ぼすことが示された。具体的に、文章にしたレビューの効果とレーティング式
のレビューの効果が比較された。結果、ポジティブな文章にしたレビューによるポジ
ティブな効果はポジティブなレーティング式のレビューによるポジティブな効果よ
り低い一方、ネガティブな文章にしたレビューによるネガティブな効果はネガティブ
なレーティング式のレビューによるネガティブな効果より高いことが示された。すな
わち、オンライン消費者は文章にしたレビューに書かれているネガティブなインフォ
メーションに非常に敏感であることが伺える。	 
さらに、彼らはカスタマーレビューの長さと本の販売数の関係を分析した結果、レ
ビューが長ければ長いほど、本の販売にネガティブな影響を及ぼすことが示された。
かつ、同じレーティングをつけても、本に対するポジティブかネガティブな態度は必
ずしも同等とは言えないことが明らかになった。例えば、レーティングに星を５つつ
けたカスタマーが書いたレニューを読むと、中で星４つをつけたレニューと大体同じ
内容を書いている場合もあった。それは、一部星を５つけた消費者はレビューにポジ
ティブとネガティブな面の両方を含めたからである。	 
図表２−１１	 ポジティブとネガティブな口コミによる情報知覚量 
	 
出所：Chevalier	 and	 Mayzlin（2006）により筆者作成	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 E 口コミがオンライン販売者に対する信頼に影響を与える。消費者が受信したポジ
ティブな口コミが多ければ多いほど、オンライン販売者に対する信頼性が高まる	 
(Kim	 and	 Prabhakar,	 2000)。	 
オンラインショッピングサイトに関するE口コミとオンライン販売者に関するE口
コミは消費者がオンラインショッピングに関する信頼感の形成にポジティブな影響
を与える(Bock	 et	 al.	 2012)。	 
4 まとめ	 
	 
	 オンラインショッピングにおける購買行動についての既存研究は、TAM 理論の影響
をうけ、オンラインショッピングサイトのシステム上の特徴（例えば、画面デザイン、
取引安全性、システム信頼性など）がオンラインユーザーに及ぼす影響に着目したも
のが多数存在する。オンラインショッピングの環境を特定し、消費者の角度からオン
ライン購買行動を分析する既存研究はまだ少ない状況になっている。	 
	 インターネットの普及に伴って、E 口コミをトピックにした既存研究が多数存在す
る。正負の E 口コミの影響を検証することにより、負の口コミの負の影響の方が、正
のクチコミの正の影響に比して大きい（East,	 Hammond,	 and	 Lomax,	 2008）。経験財
についての正負のクチコミ効果の差異の方が、探索財についての正負のクチコミ効果
の差異に比して大きい（Lee,	 Park,	 and	 Han,	 2008）。SNS 上の口コミがオフライン
環境の口コミより、オンラインショッピングに対する信頼に大きな影響を及ぼす
（Kuan	 and	 Bock,	 2007）。	 
ポジティブな口コミかネガティブな口コミの一方を対象にしたものが多い。しかし、
実世界では、ポジティブな口コミかネガティブな口コミがインターネット上混在する
のが一般である。ポジティブな口コミかネガティブな口コミが混在することを想定し
た上、この両者が消費者購買行動への相互作用を検証するものはまだ極めて少ない。	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第三章  仮説と調査方法の設計 
	 
1 仮説を構築する２つの視点	 	 
（１）ポジティブな口コミとネガティブな口コミの比率による影響 
	 
本論文は、インターネット上のポジティブな口コミとネガティブな口コミが消費者
のオンライン購買意思決定、E コマース業者に対する信頼性、口コミ対象製品の態度
に与える影響に注目する。オンライン消費者は購買意思決定をする前に、インターネ
ットから他の消費者のレビューや口コミ情報を探すのは一般的である。オンラインの
情報の量が膨大であり、違う評判を言っている口コミが混在するのは通常であろう。
ポジティブな口コミとネガティブな口コミ情報を前に、オンライン消費者はどうイン
フォメーションを受け入れ、E コマース業者に対する信頼と製品に対する態度に変え
るか、さらにどう購買意欲に影響を及ぼすか、本研究はこれらを明らかにしようと試
みている。	 
	 
（２）返品保証制度の有無による影響	 
	 
オンラインシッピングにおいて、商品の本物が目に見えないのはオフラインの伝統
販売との違いである。先行文献に述べられたように、知覚リスクはオンライン消費者
が購買意思決定をする際に躊躇する主要な原因である（正田、2001）。すなわち、オ
ンラインショッピングや商品に対する不安、E コマース業者に対する不信を削減する
ことは E コマース業者にとって肝心であろう。自社が信用できるイメージを立てるに
は、一部の E コマース業者は無条件返品するサービスを提供するようになった。しか
し、こういった制度は本当にオンライン消費者の知覚リスクや不安を解消できるか、
消費者のオンライン購買意思決定がどう影響を受けるか、本研究はこの問題にも注目
する。	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2 リサーチクエスチョンの設定	 
	 
	 前文に述べたように、本論文の目的は	 「ポジティブな口コミとネガティブな口コミ
の比率」と「返品保証制度の有無」という二つの要素が消費者のオンライン購買心理
と購買意思決定に与える影響を明らかにすることである。本研究では、消費者のオン
ライン購買心理と購買意思決定は「オンライン販売者に対する信頼性」、「E 口コミ対
象商品に対する態度」、「オンライン購買意欲」によって測定されている。よって、以
下のようにリサーチクエスチョンを設定した。	 
	 
図表３−１	 仮説を構築２つの視点 
	 
	 
RQ1:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率はオンライン販売者に対する信頼性
にどう影響を与えるのか？	 
RQ2:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率は口コミ対象商品に対する態度にど
う影響を与えるのか？	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RQ3:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率はオンライン消費者のオンライン購
買意欲にどう影響を与えるのか？	 
RQ4:	 ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が同じな時に、返品保証制度
の有無は、オンライン販売者に対する信頼性にどう影響を与えるのか？	 
RQ5:	 ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が同じな時に、返品保証制度
の有無は、口コミ対象商品に対する態度にどう影響を与えるのか？	 
	 
3 仮説の設定	 
	 
	 Kuan と Bock(2007)は、E 口コミがオンライン消費者のオンライン販売者に関する
信頼感を影響すると指摘した。かつ、彼らは E 口コミとオフライン口コミの効果を比
較した結果、E 口コミのほうが消費者のオンライン販売者に関する信頼感に及ぼす影
響は大きいことが明らかになった。	 
	 Kim	 and	 Prabhakar(2000)は、インターネットバンクを対象に、E コマースに関す
る信頼性とオンライン消費者の知覚リスクが E コマース採用することとの関係を分
析した。彼らは E コマースに関する信頼性を高める要素に、オンライン消費者の個人
属性である信頼感が生じる容易性、インターネットバンクの制度の安全性、口コミ（口
コミのコンテンツ、口コミの発信者との関係の強さ）を含め、独立変数にした。かつ、
これらの要素がインターネットバンクに関する信頼感、インターネットバンクの採用
に与える影響を測定した。結果として、口コミに関する仮説である、消費者がポジテ
ィブな口コミ情報を多く受信するほど、E コマース業者に関する信頼感が高いことが
支持された。すなわち、ポジティブな口コミ情報は消費者がオンライン販売者に関す
る信頼感にポジティブな効果がある。	 
	 すなわち、E 口コミは消費者がオンライン販売者に対する信頼感に影響を及ぼし、
かつ、ポジティブな E 口コミが多いほど、この信頼感が高まることが分かる。よって、
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ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが一つの画面に掲載される場合も、ポ
ジティブな E 口コミが多いほど、信頼感が高まるのではないかと考えられる。	 
しかし、既存研究によれば、消費者がオンライン購買意思決定をする際に、オンラ
イン販売者に対して、リクスを知覚する。それは、オンライン販売者は約束通りに取
引を履行するか、オンラインショップに乗せた情報は正しいかどうかというリスクで
ある。Chevalier	 and	 Mayzlin（2006）は、消費者はオンライン上のカスタマーレビ
ューの真実性に関して、疑問に思っていると指摘した。まずは、カスタマーレビュー
は本当のカスタマーが書いたものなのかという疑問になる。たとえレビューはカスタ
マーが書いたものとしても、オンライン販売者がポジティブなメッセージをこれらの
カスタマーに書かせたのでではないかという疑問もある。また、オンライン販売者は
ネガティブな内容を含めたカスタマーレビューを削除し、情報をコントロールしてい
るのではないかという疑問である。すなわち、口コミがすべてポジティブな場合、オ
ンライン消費者はかえって疑いが生じ、オンライン販売者の誠実さに疑問を持ってし
まうのではないか。誠実さは消費者がオンライン販売者に関する信頼感を決めるため、
この信頼感も現象してしまうと考えられる。この議論に従って、以下の２つの仮説を
立てた。	 
	 
H1a：オンラインショッピングサイトに、多数のポジティブな E 口コミに少数
のネガティブな E 口コミが掲載される場合のほう（本研究では、ネガティブな
E 口コミが２割以下の場合をさす）が、E 口コミがすべてポジティブなものの
場合より、オンライン販売者に対する信頼感が高い。	 
	 	 
H1b：	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存
在する）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、オンライン販売者に対す
る信頼感が高い。	 
	 
	 Lee、Park	 and	 Han	 (2008)は、ネガティブな E 口コミがオンライン消費者の商品に
関する態度について研究した。彼らは、情報処理プロセスの角度から分析を行った。
また、彼は消費者の商品関与を変数にし、ネガティブなカスタマーレビューの効果の
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差異を吟味した。結果、ネガティブなカスタマーレビューの量が多いほど、これらの
レビューによるネガティブな効果が強いことが明らかになった。また、商品関与の高
い消費者は、ネガティブなカスタマーレビューの量が多いほど、レビューに書かれた
内容の質によって、レビューを書いた消費者に同意する傾向にある。一方、商品関与
の低い消費者は、レビューに書かれた内容の質に関わらず、ネガティブなカスタマー
レビューの量が多いほど、レビューを書いた消費者に同意する傾向にある。	 
すなわち、ネガティブな E 口コミ情報はオンライン消費者が商品に対する態度にネ
ガティブな効果がある。	 
かつ、仮説 H1a と仮説 H1b と同様に、カスタマーレビューがすべてポジティブな内
容の場合、オンライン消費者はオンライン販売者がカスタマーレビューをコントロー
ルしている疑いが生じてしまい、オンライン販売者に関する態度はネガティブな効果
をうけるのではないかと考えられる。	 
従って、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが一つの画面に掲載される
場合、多数のポジティブな E 口コミに少数のネガティブな E 口コミがある場合は、E
口コミがすべてポジティブなものの場合より、対象商品に対する態度が高いのではな
いかと考えられる。	 
	 
H2a:	 オンラインショッピングサイトに、多数のポジティブな E 口コミに少数
のネガティブな E 口コミが掲載される場合のほう（本研究では、ネガティブな
E 口コミが２割以下の場合をさす）が、E 口コミがすべてポジティブなものの
場合より、口コミ対象商品に対する態度が高い。	 
	 	 
H2b：	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存
在する）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、口コミ対象商品に対する
態度が高い。	 
	 
	 Melnik	 and	 Alm（2002）は、EC ウエブサイトの知名度と信用度に関する E 口コミ
がオンライン消費者の購買意思決定に重要だと主張した。	 East、Hammond	 and	 Lomax	 
(2008)は、ポジティブな口コミとネガティブな口コミがブランド購買意欲に及ぼす影
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響について研究を行った。結果、ポジティブな口コミは消費者の購買意図にポジティ
ブな影響を及ぼす一方、ネガティブな口コミは消費者の購買意図にネガティブな影響
を及ぼすことが指摘された。	 
	 Lee、Park	 and	 Han	 (2008)の、E 口コミ内容の方向性（ポジティブかネガティブ）、
口コミ対象製品の種類（探索財か経験財）、及びウエブサイトの名声が口コミの効果
であるオンライン購買意欲に及ぼす影響についての研究では、ネガティブな口コミに
よるネガティブな効果の方が、ポジティブな口コミのポジティブな効果に比して大き
かったことが指摘された。	 
	 	 Kim	 and	 Prabhakar(2000)のインターネットバンクの採用についての研究では、オ
ンライン消費者が受信したポジティブな口コミが多いほど、Eコマース業者に関する
信頼感は高いこと、Eコマース業者に関する信頼感が高いほど、Eコマースを採用する
意欲が高いことが明らかにされた。すなわち、E口コミ情報は消費者がEコマース業者
に関する信頼性、さらに消費者のオンライン購買意思決定に影響を及ぼすであろう。	 
	 よって、ポジティブなE口コミとネガティブなE口コミが混在している場合、ポジテ
ィブな口コミの量が多ければ多いほど、消費者のオンライン購買意欲が高まると考え
られる。ただ、仮説H1と仮説H2と同様に、E口コミはすべてポジティブな場合、消費
者の疑いが生じてしまうため、オンライン消費者の購買意欲はマイナスの影響を受け
ると考えられる。	 
H3a:	 オンラインショッピングサイトに、多数のポジティブな E 口コミに少数の
ネガティブな E 口コミが掲載される場合のほう（本研究では、ネガティブな E
口コミが２割以下の場合をさす）が、E 口コミがすべてポジティブなものの場合
より、オンライン消費者の購買意欲は高い。	 
	 	 
H3b：	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライン
ショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存在す
る）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、オンライン消費者の購買意欲が
高い。	 
	 	 既存研究から、SNS の特性がオンライン消費者のオンライン販売者に対する信頼に
影響を及ぼすことが伺える(Park	 et	 al,	 2013)。青木（2005）によれば,	 オンライン
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消費者がオンラインショッピングに関する知覚リスクはオンラインユーザーの主観
に基づくため、そもそもオンライン販売者が取り扱う商品の商品販売責任の問題にと
どまらず、それ以外のいろんな事情にも対応すべきだと主張した。また、オンライン
カスタマーのパフォーマンスリスク、心理的リスク、社会的リスクを削減するに、た
とえ商品に問題がなくても、オンラインショップが返品や交換制度を提供すべきであ
る。経済的リスクを解消するために、消費者が失敗した商品選びをもう一回やり直し、
お金的の損失を避けるチャンスを提供することが指摘された。すなわち、満足保証制
度という制度が実施されるべきである。満足保証制度とは、カスタマーが満足するま
では、基本的にどんな事柄があっても、オンラインショッピング業者が返品や交換に
応じることをさす。	 
すなわち、オンライン販売者が返品制度を提供することによって、消費者がオンラ
インショッピングに関する知覚リスクを削減することができる。	 
その中で、オンライン販売者に対する不信というリスクも含まれていると考えられ
る。オンライン販売者に関する信頼感はオンライン販売者が誠実である、消費者のこ
とを考慮していることを含めている。返品制度を提供するのが、オンライン販売者が
誠実である、カスタマーのことを考慮している反映なのではないかと考え、消費者が
オンライン販売者に対する信頼感が高まっていく可能性がある。ただし、消費者がオ
ンライン販売者に対する信頼に「販売者の行動が予想できるかどうか」ということが
含まれている（David	 and	 Detmar,	 2004）。仮説 H1a のように、オンラインショッピ
ングサイトに掲載されたカスタマーレビューはすべてポジティブなものの場合、消費
者はオンライン販売者がカスタマーレビューをコントロールするのではないかとい
う疑いが生じる。この場合に、返金保証制度を提供することに、消費者はオンライン
販売者が約束通りに行動しない可能性も知覚し、オンライン販売者に対する信頼がマ
イナスの影響を受けると考えられる。以上の議論に従って、仮説 H4a と仮説 H4b を立
てた。	 
	 
H4a：オンラインショッピングサイトに掲載されたカスタマーレビューがすべてポ
ジティブなものの場合、返金保証制度がない時が、返金保証制度がある時によりオ
ンライン販売者に対する信頼感は高い。	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H4b：オンラインショッピングサイトにおいて、ポジティブなカスタマーレビュー
とネガティブなカスタマーレビューが混在する場合に、返金保証制度がない時より、
返金保証制度がある時のほうがオンライン販売者に対する信頼感は高い。	 
	 
また、パフォーマンスリスクという商品が予想通りに機能しないリスクが返品制度
によって、解決策が見えてくるため、消費者が商品に対する態度も高まっていくので
はないかと考えられる。ただし、商品に関するネガティブなカスタマーレビューが多
くなるにつれ、返金保証制度は商品の質が低いからだという商品に関する知覚が生じ
てしまう可能性があるのではないかと考える。すなわち、ネガティブなカスタマーレ
ビューが一定割合以上を超えた場合（本研究では 40％以上の場合をさす）、返金保証
制度の提供は口コミ対象商品に対する態度にマイナスの影響を与えると考える。以上
の議論に従い、仮説 H5a と仮説 H5b を立てた。	 
	 
H5a:	 オンラインショッピングに掲載されたカスタマーレビューの中で、ネガティ
ブなカスタマーレビューが一定割合以上を超えない場合（本研究では、40％以下の
場合を指す）、返金保証制度がない時より、返金保証制度がある時のほうが、口コ
ミ対象商品に関する態度は高い。	 
	 
H5b:	 オンラインショッピングに掲載されたカスタマーレビューの中で、ネガティ
ブなカスタマーレビューが一定割合以上を超えた場合（本研究では、40％以上の場
合を指す）、返金保証制度がない場合のほうが、返金保証制度がある場合より、口
コミ対象商品に関する態度は高い。	 
	 
	 オンラインショッピングに関する知覚リスクは消費者がオンライン購買に躊躇す
る主要な原因である。返品制度によって、この知覚リスクが緩和され、購買意欲が強
くなるのではないかと考えられる。仮説 H5 と同じように、商品に関するネガティブ
なカスタマーレビューが一定割合以上を超えた場合（本研究では 40％以上の場合を
さす）、返金保証制度の提供は口コミ対象商品に対する態度にマイナスの影響を与え、
さらに購買意欲にマイナスの影響を及ぼすと考えられる。	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H6a:	 オンラインショッピングに掲載されたカスタマーレビューの中で、ネガティ
ブなカスタマーレビューが一定割合以上を超えない場合（本研究では、40％以下の
場合を指す）、返金保証制度がない時より、返金保証制度がある時のほうが、消費
者のオンライン購買意欲は高い。	 
	 
H6b:	 オンラインショッピングに掲載されたカスタマーレビューの中で、ネガティ
ブなカスタマーレビューが一定割合以上を超えた場合（本研究では、40％以上の場
合を指す）、返金保証制度がない時のほうが、返金保証制度がある時により、消費
者のオンライン購買意欲は高い。	 
	 
本研究のモデルは図 3-2 が示したようになっている。	 
	 
図表 3-2	 本研究のモデル 
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第四章  研究手法 
	 
1 調査デザイン	 
	 
	 	 本論文は、オンラインショッピングにおいて、ポジティブな E 口コミとネガティブ
な E 口コミが混在する一般的な状況を想定した上、その比率はオンライン消費者がオ
ンライン販売者に対する信頼感、商品に対する態度とオンライン購買意欲に与える影
響に着目する。また、オンラインショップが消費者に返品制度を提供するかどうかに
よって、ポジティブとネガティブな E 口コミの効果に及ぼす影響を明らかにしようと
試みている。	 
実証研究を行う際には、Doh	 and	 Hwang	 (2009)、および Gefen	 et	 al.(1999)の研
究における調査デザインを参考にした。既存研究は、ポジティブとネガティブな E 口
コミの比率が消費者の購買行動に与える影響について実証研究を行った。彼らは、実
際の口コミサイトからピックアップし、ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が
異なる仮想口コミサイトを設計した。被験者をいくつのグループに分け、仮想サイト
のそれぞれを閲覧してもらうことにした。その後に、口コミ効果に関するデーターを
質問票調査の方法で収集した。本研究は、既存研究の調査方法を用い、仮想オンライ
ンショッピングサイトをデザインし、実際の E コマースサイトからポジティブとネガ
ティブなカスタマーレビューをピックアップし、仮想オンラインショッピングサイト
に乗せることにした。本研究に使われたポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの比率として、10:0、8:2、6:4 の三つにした。また、オンライン販売者に返品制
度の有無によって、「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」＊「オ
ンライン販売者に返品制度の有無」、すなわち、3*2 の六つの仮想オンラインショッ
ピングサイトをデザインした。	 
カスタマーレビュー対象商品について、既存研究では経験財を映画、探索財をデジ
タルカメラに設定した。本研究は、オンラインショッピングに着目し、かつオンライ
ンショップに返品制度の有無の影響を検討するため、映画など一回経験した後に価値
が減少してしまう経験財は本論文の設計にふさわしくないと判断した。従って、カス
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タマーレビュー対象商品を探索財に絞り、先行研究に使われたデジタルカメラに設定
した。	 
仮想オンラインショッピングサイトのデザインとして、実際のオンラインショップ
を参考にし、上部に製品のタイトル、製品の写真を掲載するようにした。製品情報の
下に、カスタマーレビューを 10 件掲載した。ポジティブとネガティブなカスタマー
レビューの並びは、ランダムである。なお、ブランドによる影響を最小限に抑えるた
めに、製品のタイトルにも、写真にも無ブランド表示のようにした。カスタマーレビ
ューの発信者の個人属性による影響を最小限に抑えるために、実際のオンラインショ
ッピングサイトにように、情報発信者の性別と年齢も掲載されるではなく、カスタマ
ーレビューのみのように設計した。	 
また、返品制度の有無については、返品制度がある場合、製品のタイトルの隣に「全
額返金保証：商品到着後から 15 日、全額の返金を保証します」という表示を配置し
た。返品制度がない場合、無表示のように設計した。	 
	 
2 調査票設計	 
	 
	 本研究は、既存研究を参考にし、仮想オンラインショッピングサイトを被験者に閲
覧してもらった後に、口コミ効果に関するデーターを質問票調査によって収集する方
法に設定した。	 
測定尺度としては、「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」、「オ
ンライン販売者に関する信頼」、「商品に対する態度」、「購買意欲」のそれぞれの定義
に従って、複数の測定尺度を用いた。「オンライン販売者に関する信頼」について、
David	 and	 Detmar（2004）が行った E 信頼性に関する研究成果である、E 信頼性はオ
ンライン販売者の誠実さ、行動の可予想性、能力、ベネボレンスを含めているという
ことを用いて、四つの尺度を開発した。	 
− このサイトは信用できると思う。	 
− このサイトは誠実だと思う。	 
− このサイトはいいサービスを提供すると思う。	 
− このサイトは顧客のことを考慮していると思う。	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 「商品に対する態度」について、Gefen	 et	 al(1999)の研究に使われた尺度を用い
た。	 
− この商品は良いと思う。	 
− この商品に好印象を持つ。	 
− この商品が好きだ。	 
	 
	 「オンライン購買意欲」についても、Gefen	 et	 al(1999)の研究に使われた尺度を
用いた。	 
− このサイトからこの商品を買いたいと思う。	 
	 
「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」について、被験者の知覚を
測定するために、菊盛（2013）の研究を参考にし、以下の三つの尺度を設計した。	 
− 私はこの商品についてのマイナスの口コミの数は非常に少ないと思う。	 
− 私はこの商品についてのマイナスの口コミの数は多くはないと思う。	 
− 私はこの商品についての口コミはプラスの口コミが支配的だと思う。	 
	 	 
なお、すべての尺度について、７段階尺度を用い、被験者に回答してもらった。	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第五章  データ分析 
	 
1 調査概要	 
	 
本調査は 2014 年 12 月 1 日に、早稲田大学商学学部の大学生 390 名を対象に調査票
を用いた質問紙法によって実施した。被験者には、作成した 6 種類の仮想オンライン
ショッピングサイトのうち１種類を閲覧してもらったうえで、「ポジティブとネガティ
ブな E 口コミの比率に関する知覚量」、「オンライン販売者に対する態度」、「商品に対
する態度」および「オンライン購買意欲」に関する質問項目に回答してもらった。	 
統計した結果、有効回答数は 348 人であった。また、6 種類の仮想オンラインショ
ッピングサイトのそれぞれが収集できた有効回答数は、返品不可・比率 10:0=	 62、返
品不可・比率 8:2=	 61、返品不可・比率 6:4=	 63、返品可・比率 10:0=	 40、返品可・
比率 8:2=	 60、返品可・比率 6:4=	 62 であった（図５−１および図５−２）。	 
	 
図表 5-1 記述統計 
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図表 5-2 記述統計 
	 
	 
2 データ分析	 
（1）因子分析 
	 
	 本調査に使われた尺度の妥当性を確認するため、「オンライン販売者に関する信頼」、
「商品に対する態度」を測定する複数の尺度に対して、因子分析を行った。「購買意欲」
の測定尺度が１個だけのため、分析は行わなかった。なお、分析した際に、IBM	 SPSS	 
Statistics を使用した。	 
主因子法で分析を行った結果、2 個の因子が抽出された。また、「オンライン販売者に
関する信頼」、「商品に対する態度」はそれぞれ一つの因子として抽出された。	 
（２）尺度信頼性	 
本調査に使われた尺度の信頼性を確かめるために、「ポジティブとネガティブなカス
タマーレビューの比率」、「オンライン販売者に関する信頼」、「商品に対する態度」の	 
それぞれに対して分析信頼性分析を行った。「購買意欲」の測定尺度について、１個
しかないため、分析は行わなかった。なお、分析した際に、IBM	 SPSS	 Statistics を
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使用した。	 
図表 5-3 因子分析結果  
	 
Cronbach のアルファ係数の値によって、尺度の信頼性を判断するようにした。結果、
「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」を測定する３つの尺度の
Cronbach のアルファ係数の値は 0.784 であった。「オンライン販売者に関する信頼」
を測定する 4 つの尺度の Cronbach のアルファ係数の値は 0.898 であった。「商品に対
する態度」を測定する 3 つの尺度の Cronbach のアルファ係数の値は 0.900 であった。
それぞれは 0.70 以上という基準を上回ったため、これらの測定尺度の信頼性は認めら
れたと言えるであろう。	 
図表 5-4  信頼性分析・ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率 
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図表 5-5 信頼性分析・オンライン販売者に関する信頼 
	 
	 
図表 5-6 信頼性分析・商品に対する態度 
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（３）ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率の知覚量	 
	 
本調査では、仮想オンラインショッピングサイトにカスタマーレビューを 10 件配置
し、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率（10:0、8:2、6:4）をコン
トロールすることによって、E 口コミ効果の差異を測定するような設計である。この E
口コミ効果の差異を測定するために、オンライン消費者はポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率に対する知覚、すなわち、多くのポジティブなカスタマー
レビューの中で、ネガティブなカスタマーレビューに関する敏感度について分析を行
う必要があるであろう。	 
オンライン消費者がポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率に対す
る知覚を測定するため、質問票調査による三つのポジティブとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率のオンラインショッピングサイトに対する知覚の回答データーを
用いた。その平均値を求め、一元配置分散分析を行った。仮想オンラインショッピン
グサイトにおいて、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率が 10:0、
8:2 および 6:4 の場合、被験者の知覚量の平均値はそれぞれ 4.837(S.D.=1.422)、
5.052(S.D.=1.397)、3.680(S.D.=1.475)の結果になった。	 
等分散性検定の結果、有意確率が 0.009（＜0.05）であり、グループの分散は等し
いという仮説は棄却された。すなわち、少なくとも一つのグループは他のグループと
異なり、等分散は認められなかった。	 
平均値同等性の耐久検定の結果、仮想オンラインショッピングサイトに配置したポ
ジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率が 10:0、8:2 および 6:4 の三つの
グループに対して、グループ間の有意確率が 0.000（＜0.05）であった。すなわち、
5％水準で有意な差があり、オンライン消費者がポジティブとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率の異なる仮想オンラインショッピングサイトに対する知覚に統計
的に差があることが分かった。	 
さらに、グループのどこに差があるかというのを明らかにするため、Turkey	 HSD
法を用い、多重比較を行った。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率
は 10:0 と 8:2 の間で、平均差が-0.215 となり、10:0 と 6:4 の間で、有意確率が 1.156
となり、6:4 と 8:2 の間で、有意確率が 1.371 であった。カスタマーレビューの比率
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が 10:0 の場合と 6:4 の場合の間、6:4 の場合と 8:2 の場合の間に、5%水準で有意義
な差が認められた。10:0 の場合と 8:2 の場合の間、5%水準で有意義な差が認められ
なかった。	 
すなわち、多数のポジティブなカスタマーレビューの中で、少数のネガティブなカ
スタマーレビューが掲載されても、オンライン消費者は知覚しにくいことが言えるで
あろう。一定量より多いネガティブなカスタマーレビューが掲載る場合（本研究では
40％以上はネガティブなカスタマーレビューの場合）、オンライン消費者が差を知覚
することが分かった。	 
	 
図表 5-7 一元配置分散分析・ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率の知覚量 
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図表 5-8 その後の検定・異なる口コミ比率に関する知覚量の比較 
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（４）仮説の検証 
 
① 仮説 H1a と仮説 H1B の検証 
	 
仮説 H1a と仮説 H1B は「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」が「オンライン販売者に関する信頼」に与える影響についての仮
説である。この二つの仮説の検証では、質問票の中で、「オンライン販売者に関する
信頼」を測定する尺度の回答データーの平均値を用い、「ポジティブなカスタマーレ
ビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」を因子にした一元配置分散分析を
行った。	 
一元配置分散分析を行う前に、各母集団の分散か等しいかどうかを確認するため、
等分散検定を行った。結果、平均値に基づく方法を用い、有意確率は 0.598(>0.05)
であり、5%水準で有意な差が認められなかった。すなわち、等分散性を仮定できた。	 
等分散性検定を行った後に、一元配置分散分析で仮説 H1a と仮説 H1B を検証した。
分散分析の結果、F 値は 2.301 となり、有意確率は 0.102 となった。すなわち、5%水
準で有意義な差はなく、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」によって、「オンライン販売者に関する信頼」の平均値に統計的
に差がないことになる。仮説 H1a と仮説 H1B は支持されなかった。	 
	 
図表 5-9 一元配置分散分析・仮説 H1a と仮説 H1B の検証 
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記述統計の結果を見れば、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカス
タマーレビューの比率」は 10:2 場合の時に、「オンライン販売者に関する信頼」の平
均値は 3.83(S.D.=1.25)である。「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブな
カスタマーレビューの比率」は 8:2 の場合の時に、「オンライン販売者に関する信頼」
の平均値は 4.12(S.D.=1.16)である。「ポジティブなカスタマーレビューとネガティ
ブなカスタマーレビューの比率」は 6:4 の場合の時に、「オンライン販売者に関する
信頼」の平均値は 3.83(S.D.=1.24)である。	 
すなわち、「オンライン販売者に関する信頼」の平均値は「ポジティブなカスタマ
ーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」は 8:2 の場合の時に最も高く
なることになり、仮説 H1a と一致するような結果であった。すなわち、オンラインシ
ョッピングサイトに掲載されるカスタマーレビューはすべてポジティブ的内容より、
多数のポジティブなカスタマーレビューの中で、少数のネガティブなカスタマーレビ
ューがあるほうが消費者の信頼感は高い。	 
また、仮説 H1b は支持されなかったため、オンラインショッピングサイトに掲載さ
れるカスタマーレビューにネガティブなものがあっても、「オンライン販売者に対す
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る信頼感」、本研究ではオンライン販売者の「誠実さ」、「行動の可予想性」、「能力」、
「ベネボレンス」に必ずしもネガティブな影響を及ぼすとは限らないことが明らかに
なった。	 
	 
②  仮説 H2a と仮説 H2b の検証	 
	 
仮説 H2a と仮説 H2b は「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」が「口コミ対象商品に対する態度」に与える影響についての仮説
である。この仮説の検証では、仮説 H1a と仮説 H1b の検証手法と同様に、質問票の中
で、「口コミ対象商品に対する態度」を測定する尺度の回答データーの平均値を用い、
「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」を因
子にした一元配置分散分析を行った。	 
	 一元配置分散分析を行う前に、各母集団の分散か等しいかどうかを確認するため、
等分散検定を行った。結果、平均値に基づく方法を用い、有意確率は 0.972(>0.05)
であり、5%水準で有意な差が認められなかった。すなわち、等分散性を仮定できた。	 
等分散性検定を行った後に、一元配置分散分析で仮説 H2a と仮説 H2b を検証した。	 
	 	 記述統計の結果によると、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカス
タマーレビューの比率」は 10:2 場合の時に、「オンラインショッピングサイトに対す
る態度」の平均値は 4.15(S.D.=1.22)である。「ポジティブなカスタマーレビューと
ネガティブなカスタマーレビューの比率」は 8:2 の場合の時に、「オンラインショッ
ピングサイトに対する態度」の平均値は 4.29(S.D.=1.26)である。「ポジティブなカ
スタマーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」は 6:4 の場合の時に、
「オンラインショッピングサイトに対する態度」の平均値は 3.40(S.D.=1.29)である。	 
分散分析の結果、F 値は 18.725 となり、有意確率は 0.000 となった。すなわち、
5%水準で有意義な差はあり、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカス
タマーレビューの比率」によって、「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に統
計的に差があることになる。	 
その後、Turkey の HSD 法を用い、多重比較分析を行った。ポジティブとネガティ
ブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に、平均差
は-0.14 である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時
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の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.76 である。ポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.90
である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 8:2 の
時の間に 5%水準で有意な差は認められなかった。	 
図表 5-10 一元配置分散分析・仮説 H2a と仮説 H2b の検証 
	 
	 
	 
すなわち、オンラインショッピングサイトに、多数ポジティブな E 口コミに少数の
ネガティブな E 口コミが掲載される場合のほうは、必ずしも E 口コミがすべてポジテ
ィブなものの場合より、口コミ対象商品に対する態度が高いとは言えないことになる。
仮説 H2a は支持されなかった。	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一方、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の
時の間、8:2 の時と 6:4 の時の間に 5%水準で有意な差は認められた。	 
すなわち、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存在す
る）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、口コミ対象商品に対する態度が高い
ことがいえるであろう。仮説 H2b は支持された。	 
	 
図表 5-11 Turkey HSD 法によるその後の検定 
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③ 仮説 H3a と仮説 H3b の検証 
	 
	 	 仮説 H3a と仮説 H3b は「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」が「オンライン購買意欲」に与える影響についての仮説である。
この仮説の検証では、質問票の中で、「オンライン購買意欲」を測定する尺度の回答
データーを用い、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマーレビ
ューの比率」を因子にした一元配置分散分析を行った。	 
	 	 一元配置分散分析を行う前に、各母集団の分散か等しいかどうかを確認するため、
等分散検定を行った。結果、平均値に基づく方法を用い、有意確率は 0.110(>0.05)
であり、5%水準で有意な差が認められなかった。すなわち、等分散性を仮定できた。	 
	 	 等分散性検定を行った後に、一元配置分散分析で仮説 H3a と仮説 H3b を検証した。	 
	 	 記述統計の結果によると、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカス
タマーレビューの比率」は 10:2 場合の時に、「オンライン購買意欲」の平均値は
3.49(S.D.=1.42)である。「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」は 8:2 の場合の時に、「オンライン購買意欲」の平均値は
3.84(S.D.=1.57)である。「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」は 6:4 の場合の時に、「オンライン購買意欲」の平均値は
2.88(S.D.=1.33)である。	 
	 	 分散分析の結果、F 値は 13.875 となり、有意確率は 0.000 となった。すなわち、
5%水準で有意義な差はあり、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカス
タマーレビューの比率」によって、「オンライン購買意欲」の平均値に統計的に差が
あることになる。	 
	 Turkey の HSD 法を用い、グループ間の差異を確認するため、多重比較分析を行っ
た。結果、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合
と 8:2 の時の場合の間に、平均差は-0.34 である。ポジティブとネガティブなカスタ
マーレビューの比率は 10:0 の時の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.61 であ
る。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合と 6:4 の
時の場合の間に、平均差は 0.96 である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビ
ューの比率は 10:0 の時と 8:2 の時の間に 5%水準で有意な差は認められなかった。	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図表 5-12	 一元配置分散分析・仮説 H3a と仮説 H3b の検証 
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図表 5-13 Turkey HSD 法によるその後の検定 
	 
	 
すなわち、オンライン消費者の購買意欲は、必ずしもオンラインショッピングサイ
トに掲載されるカスタマーレビューがすべてポジティブなものの場合のほうが、多数
ポジティブなレビューに少数のネガティブなレビューが掲載される場合より高いと
は言えないことになる。仮説 H3a は支持されなかった。	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一方、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の
時の間、8:2 の時と 6:4 の時の間に 5%水準で有意な差は認められた。	 
すなわち、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存在す
る）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、オンライン消費者の購買意欲が高い
ことがいえるであろう。仮説 H3b は支持された。	 
	 
④  仮説 H4a と仮説 H4b の検証 
	 
	 仮説 H4a と仮説 H4b は「返金制度の有無」とオンラインショッピングサイトにおけ
る「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」が「オンライン販売者に
対する信頼感」に与える影響についての仮説である。この仮説を検証するには、質問
票調査から回収した回答データーを用い、「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポジ
ティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」を分類変数にし、「オンライン販売
者に対する信頼感」の平均値を従属変数にした二元配置分散分析を行った。	 
結果、返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は10:0の時の場合、オンライン販売者に対する信頼感の平均値は4.10であった。
返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は
8:2 の時の場合、オンライン販売者に対する信頼感の平均値は 3.95 であった。返品保
証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時
の場合、オンライン販売者に対する信頼感の平均値は 3.79 であった。返品保証制度が
あり、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合、
オンライン販売者に対する信頼感の平均値は 3.66 であった。返品保証制度があり、か
つポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合、オンライ
ン販売者に対する信頼感の平均値は 4.28 であった。返品保証制度があり、かつポジテ
ィブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の場合、オンライン販売者
に対する信頼感の平均値は 3.94 であった。	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 2.746 となり、有意確率は 0.066 となった。す
なわち、10％水準で有意義な差は認められた。「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポ
ジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、「オンライン販売者に
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対する信頼感」の平均値に統計的に差がある。仮説 H4a は支持された。	 
	 
図表 5-14 オンライン販売者に対する信頼の平均値 
	 
	 
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は8:2の時と6:4の時の場合、
返金保証制度がある時のほうは、返金保証制度がない時より高い「オンライン販売者
に対する信頼」の平均値が示された。しかし、ポジティブとネガティブなカスタマー
レビューの比率は 10:0 の時の場合、返金保証制度がない時のほうは、返金保証制度が
ある時より高い「オンライン販売者に対する信頼」の平均値が示された。仮説 H4b は
支持された。	 
	 
図表 5-15	 二元配置分散分析・仮説 H4a と仮説 H4b の検証 
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⑤ 仮説 H5a と仮説 H5b の検証 
	 
	 仮説 H5a と仮説 H5b は「返金制度の有無」とオンラインショッピングサイトにおけ
る「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」が「E 口コミ対象商品に
対する態度」に与える影響についての仮説である。この仮説を検証するには、質問票
調査から回収した回答データーを用い、「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポジテ
ィブとネガティブなカスタマーレビューの比率」を分類変数にし、「E 口コミ対象商品
に対する態度」の平均値を従属変数にした二元配置分散分析を行った。	 
	 結果、返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
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比率は 10:0 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態度の平均値は 3.94 であった。
返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は
8:2 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態度の平均値は 4.21 であった。返品保証
制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の
場合、E口コミ対象商品に対する態度の平均値は3.54であった。返品保証制度があり、
かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合、E 口コ
ミ対象商品に対する態度の平均値は 4.29 であった。返品保証制度があり、かつポジテ
ィブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合、E 口コミ対象商品
に対する態度の平均値は 4.38 であった。返品保証制度があり、かつポジティブとネガ
ティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態
度の平均値は 3.25 であった。	 
	 
図表 5-16 	 E 口コミ対象商品に対する態度の平均値 
	 
	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 2.106 となり、有意確率は 0.123 となった。す
なわち、10％水準で有意義な差は認められなかった。「返金保証制度の有無」（有・無）
と「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、「E 口コミ対象
商品に対する態度」の平均値に統計的に差がない。すなわち、仮説 H5a と仮説 H5b は
支持されなかった。	 
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は10:0の時と8:2の時の場合、
返金保証制度がある時のほうは、返金保証制度がない時より高い「E 口コミに対する
態度」の平均値が示された。しかし、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュー
の比率は 6:4 の時の場合、返金保証制度がない時のほうは、返金保証制度がある時よ
り高い「E 口コミに対する態度」の平均値が示された。	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図表 5-17	 二元配置分散分析・仮説 H5a と仮説 H5b 
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⑥ 仮説 H6a と仮説 H6b の検証 
	 
	 	 仮説 H6a と仮説 H6b は「返金制度の有無」とオンラインショッピングサイトにおけ
る「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」が消費者の「オンライン
購買意欲」に与える影響についての仮説である。この仮説を検証するには、質問票調
査から回収した回答データーを用い、「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポジティ
ブとネガティブなカスタマーレビューの比率」を分類変数にし、「オンライン購買意欲」
の平均値を従属変数にした二元配置分散分析を行った。	 
	 	 結果、返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は 10:0 の時の場合、消費者のオンライン購買意欲の平均値は 3.33 であった。返
品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2
の時の場合、消費者のオンライン購買意欲の平均値は 3.58 であった。返品保証制度
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がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の場合、
消費者のオンライン購買意欲の平均値は 3.08 であった。返品保証制度があり、かつ
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合、消費者の
オンライン購買意欲の平均値は 3.60 であった。返品保証制度があり、かつポジティ
ブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合、消費者のオンライン
購買意欲の平均値は 4.08 であった。返品保証制度があり、かつポジティブとネガテ
ィブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の場合、消費者のオンライン購買意欲の
平均値は 2.67 であった。	 
	 
図表 5-18 オンライン購買意欲の平均値 
	 
	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 3.271 となり、有意確率は 0.039 となった。す
なわち、5％水準で有意義な差は認められた。「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポ
ジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、消費者の「オンライ
ン購買意欲」の平均値に統計的に差がある。仮説 H6a は支持された。	 
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 8:2 の時の場
合、返金保証制度がある時のほうは、返金保証制度がない時より高い「オンライン購
買意欲」の平均値が示された。しかし、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの比率は 6:4 の時の場合、返金保証制度がない時のほうは、返金保証制度がある時
より高い「オンライン購買意欲」の平均値が示された。仮説 H6b は支持された。	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図表 5-19 二元配置分散分析・仮説 H6a と仮説 H6b の検証 
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 なお、本研究の仮説検証の結果は以下のテーブルにまとめている。	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3 考察	 
本研究は、オンラインショッピングにおいて、「返金制度の有無」とオンラインショ
ッピングサイトにおける「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」が
「オンラインショッピングサイトに対する信頼」、「E 口コミ対象商品に対する態度」、
「オンライン購買意欲」に与える影響に着目する。	 
	 オンラインショッピングサイトに掲載されるポジティブとネガティブなカスタマ
ーレビュー比率（10:0/8:2/6:4）と返金保証制度の有無により、６つの仮想オンライ
ンショッピングサイトをデザインし、質問票調査を行った。収集できたデーターを用
い、実証分析を行った。	 
考察として、はじめに、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率に関
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する知覚量ついて、比率は 10:0 の時の場合と比率は 6:4 の時の場合の間に、比率は
8:2 の時の場合と比率は 6:4 の時の場合の間に、被験者は差異を知覚した。しかし、
比率は 10:0 の時の場合と比率は 8:2 の時の場合、被験者が差異を知覚しなかった結果
（有意な差は認められなかった）となった。先行研究によると、ネガティブな口コミ
の効果のほうは、ポジティブな口コミの効果より大きい。本調査の結果をみれば、多
数のポジティブな E 口コミの中で少数のネガティブな E 口コミがあっても、消費者は
知覚しないことが分かった。E コマース企業がカスタマーレビューをコントロールし、
すべてをポジティブな内容にすることは必ずしも必要とは言えないであろう。	 
仮説 H1a と仮説 H1b の検証では、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は消費者がオンライン販売者に対する態度に与える影響を確認している。仮説
H1a は、オンラインショッピングサイトに掲載されたカスタマーレビューがすべてポ
ジティブな場合、オンラインユーザーはかえって疑いが生じてしまい、オンライン販
売者に関する信頼がマイナスの影響をうけるということである。仮説 H1b は、ポジテ
ィブとネガティブな口コミが混在する場合、ポジティブな口コミの数が多いほど、オ
ンライン販売者に関する信頼が高まるということである。分析の結果、「ポジティブな
カスタマーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、「オンライ
ン販売者に関する信頼」の平均値に統計的に差がないことになった（有意確率＝0.102）。
ただし、「オンライン販売者に関する信頼」の平均値によれば、ポジティブなカスタマ
ーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合に最も高く、
比率は 6:4 の時の場合に最も低くなった。仮説 H1a の通りであった。	 
仮説 H2a と仮説 H2b の検証では、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は消費者がE口コミ対象商品に対する態度に与える影響を確認している。仮説H2a
は、仮説 H1a と同じのように、オンラインショッピングサイトに掲載されたカスタマ
ーレビューがすべてポジティブな場合、オンラインユーザーはかえって疑いが生じて
しまい、E 口コミ対象商品に対する態度がマイナスの影響をうけるということである。
仮説 H2b は、ポジティブとネガティブな口コミが混在する場合、ポジティブな口コミ
の数が多いほど、E 口コミ対象商品に対する態度が高まるということである。分析の
結果、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」
によって、「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に統計的に差があることになっ
た（有意確率＝0.000）。多重比較の結果、ポジティブとネガティブなカスタマーレビ
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ューの比率は10:0の時と 8:2の時の間に5%水準で有意な差は認められなかったため、
仮説 H2a は支持されなかった。すなわち、オンラインショッピングサイトに掲載され
るカスタマーレビューがすべてポジティブなものとしても、オンライン消費者は必ず
しもオンライン販売者に対する疑いが生じ、さらに口コミ対象商品に対する態度にマ
イナスの影響を及ぼすとは言えないであろう。これに、本研究の「ポジティブとネガ
ティブなカスタマーレビューの比率に対する知覚量」に関する検証において、ポジテ
ィブとネガティブなカスタマーレビューの比率が10:0の時の場合と8:2の時の場合の
間に、有意義な差が認められなかった結果の影響もあるであろう。消費者がポジティ
ブとネガティブなカスタマーレビューの比率は10:0と8:2の時のオンラインショッピ
ングサイトに差異を知覚しなかったため、口コミ対象製品に対する態度の差異も生じ
なかったのではないかと考える。一方、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの比率は 10:0 の時と 6:4 の時の間に、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの比率は 8:2 の時と 6:4 の時の間に、「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値に
統計的に有意な差が認められた。すなわち、オンラインショッピングサイトにおいて、
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューが混在する場合、また、ネガティブな
カスタマーレビューが一定の割合を超えた場合（本研究では、ネガティブなカスタマ
ーレビューが２割以上を占める場合をさす）ポジティブなものが多いほど、消費者が
E 口コミ対象商品に対する態度が高いと言えるであろう。仮説 H2B は支持された。	 
仮説 H3a と仮説 H3b の検証では、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は消費者のオンライン購買意欲に与える影響を確認している。仮説 H3a は、仮説
H1a と仮説 H2a と同じのように、オンラインショッピングサイトに掲載されたカスタ
マーレビューがすべてポジティブな場合、オンラインユーザーはかえって疑いが生じ、
オンライン購買意欲が低下してしまうことである。仮説 H3b は、ポジティブな口コミ
とネガティブな口コミが混在する場合、ポジティブな口コミの数が多いほど、E 口コ
ミ対象商品に対する態度が高まるということである。分析の結果、「ポジティブなカス
タマーレビューとネガティブなカスタマーレビューの比率」が異なるによって、「E 口
コミ対象商品に対する態度」の平均値に統計的に差があることになった（有意確率＝
0.000）。多重比較の結果、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は
10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に 5%水準で有意な差は認められなかったため、
仮説 H3a は支持されなかった。すなわち、オンラインショッピングサイトに掲載され
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るカスタマーレビューがすべてポジティブなものとしても、オンライン消費者は必ず
しもオンライン販売者に対する疑いが生じ、さらにオンライン購買意欲が低下してし
まうとは言えないであろう。これにも、本研究の「ポジティブとネガティブなカスタ
マーレビューの比率に対する知覚量」に関する検証において、ポジティブとネガティ
ブなカスタマーレビューの比率が 10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に、有意義な
差が認められなかった結果の影響もあるであろう。一方、ポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の時の間に、ポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率は 8:2 の時と 6:4 の時の間に、消費者の「オンライン購買
意欲」の平均値に統計的に有意な差が認められた。すなわち、オンラインショッピン
グサイトにおいて、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューが混在する場合、
また、ネガティブなカスタマーレビューが一定の割合を超えた場合（本研究では、ネ
ガティブなカスタマーレビューが２割以上を占める場合をさす）ポジティブなものが
多いほど、消費者のオンライン購買意欲が高まると言えるであろう。仮説 H2B は支持
された。従って、オンライン販売者は自社のサービスの質に注力し、オンラインショ
ップにおけるポジティブなカスタマーレビューの数を高めることが必要であるが、カ
スタマーレビューをコントロールし、ネガティブなものをゼロにすることを追求する
必要がないとは言えるであろう。	 
仮説 H4 の検証では、同じ条件の下で、オンライン販売者が返金保証制度を提供す
るかどうかによって、オンライン販売者に対する信頼感が受ける影響を確認している。
具体的に、返金保証制度がある場合、オンライン販売者に対する信頼感が増加するの
ではないかということである。なお、本研究では、先行研究の「オンライン販売者に
対する信頼感」に関する定義に基づき、オンライン販売者の「誠実さ」、「行動可予想
性」、「能力」および「ベネボレンス」によって測定されている。分析の結果、オンラ
インショップにおいて、「返金保証制度の有無」によって、同じ条件（本研究では、
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率が同じのことをさす）の下で、
「オンライン販売者に対する信頼感」の平均値に 10％水準で統計的に差があること
になった（有意確率＝0.066）。「オンライン販売者に対する信頼感」の平均値をみれ
ば、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時と 6:4 の時に、
オンラインショップが返金保証制度を提供する場合は返金保証制度がない場合より
オンライン販売者に対する高い信頼感が示された。しかし、ポジティブとネガティブ
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なカスタマーレビューの比率は 10:0 の時に、オンラインショップが返金保証制度を
提供する場合は返金保証制度がない場合よりオンライン販売者に対する低い信頼感
が示された。これは、掲載されたカスタマーレビューがすべてポジティブなものの上
に返金保証制度を提供するオンラインショッピングサイトに、オンラインユーザーは
かえってオンライン販売者がカスタマーレビューなどをコントロールしている疑い
が生じてしまったのではないかと考える。仮説 H1a、仮説 H2a と仮説 H3a の検証内容
のように、オンラインショッピングサイトに掲載されるカスタマーレビューがすべて
ポジティブなものの場合、消費者の疑いが生じやすいことと一致するのではないと考
える。	 
仮説 H5 の検証では、同じ条件の下で、オンライン販売者が返金保証制度を提供す
るかどうかによって、E 口コミ対象商品に対する態度が受ける影響を確認している。
具体的に、返金保証制度がある場合、消費者が E 口コミ対象商品に対する態度が高ま
るのではないかということである。分析の結果、オンラインショップにおいて、「返
金保証制度の有無」によって、同じ条件（本研究では、ポジティブとネガティブなカ
スタマーレビューの比率が同じのことをさす）の下で、「オンライン販売者に対する
信頼感」の平均値に 10％水準で統計的に差がなかった（有意確率＝0.123）。すなわ
ち、オンライン販売者は返金保証制度を的提供するかどうかによって、「E 口コミ対
象商品に対する態度」が影響を受けにくいことが言えるであろう。従って、オンライ
ン販売者はサービスに着目するだけでなく、商品そのものの質を高めることも重要で
ある。「E 口コミ対象商品に対する態度」の平均値をみれば、ポジティブとネガティ
ブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 8:2 の時に、オンラインショップが返
金保証制度を提供する場合は返金保証制度がない場合よりオンライン販売者に対す
る高い信頼感が示された。しかし、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は 6:4 の時に、オンラインショップが返金保証制度を提供する場合は返金保証制
度がない場合よりオンライン販売者に対する低い信頼感が示された。これは、オンラ
インショッピングサイトに掲載されるネガティブなカスタマーレビューが多くなる
と、返金保証制度を提供することはオンラインユーザーに商品の質に問題があるので
はないかというふうに解読されてしまい、さらに E 口コミ対象商品に対する態度が低
下する可能性があると考える。従って、オンライン販売者は取り扱う商品や配送など
オンラインショッピング経験に影響を与えるサービスの質を高める必要があると考
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える。	 
仮説 H6 の検証では、同じ条件の下で、オンライン販売者が返金保証制度を提供す
るかどうかによって、消費者のオンライン購買意欲が受ける影響を確認している。具
体的に、返金保証制度がある場合、消費者のオンライン購買意欲が増加するのではな
いかということである。分析の結果、オンラインショップにおいて、「返金保証制度
の有無」によって、同じ条件（本研究では、ポジティブとネガティブなカスタマーレ
ビューの比率が同じのことをさす）の下で、「オンライン購買意欲」の平均値に 5％
水準で統計的に差があることになった（有意確率＝0.039）。すなわち、オンライン販
売者が返金保証制度を提供するかどうかによって、オンラインユーザーの購買意欲が
大きな影響を受けると言えるであろう。消費者の「オンライン購買意欲」の平均値を
みれば、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 8:2 の
時に、オンラインショップが返金保証制度を提供する場合は返金保証制度がない場合
よりオンライン販売者に対する高い信頼感が示された。しかし、ポジティブとネガテ
ィブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時に、オンラインショップが返金保証制度
を提供する場合は返金保証制度がない場合よりオンライン販売者に対する低い信頼
感が示された。これは、仮説 H5 の検証から得た知見と同じように、オンラインショ
ッピングサイトに掲載されるネガティブなカスタマーレビューが一定量を超える（本
研究では、ネガティブなカスタマーレビューが４割以上を占める場合をさす）と、返
金保証制度を提供することはオンライン消費者に商品の質に問題があるのではない
かというふうに解読されてしまい、さらにオンライン購買意欲が低下する可能性があ
るのではないかと考える。従って、オンライン販売者はサービス面に注力し、消費者
がオンラインショッピングに関する知覚リクスを削減し、消費者がより買いやすいオ
ンラインショップ環境を作ると同時に、商品などオンラインショッピング経験に影響
を与える部分の質を高め、オンラインショッピングサイトにおけるマイナスのカスタ
マーレビューを少なくすることが重要であると考える。	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第六章  本研究の限界と今後の課題 
	 
1 本研究の限界	 
	 
本研究の限界について、調査と研究内容の二つの角度からまとめる。	 
調査面について、はじめに、本研究の質問票調査の対象はすべて早稲田大学の学生
であった。早稲田大学で学生は学生全体のオンライン購買行動を代表することができ
るかというのは潜在バイアスだと考える。また、学生はすべてのオンライン消費者の
購買行動を代表することができるか、というのも本研究の潜在バイアスであると考え
ている。	 
二つ目に、本調査では、収集できた有効回答数は 348 であった。調査を行った際に、
異なる仮想オンラインショッピングサイトはトータルで６つをデザインしたため、一
つの仮想オンラインショッピングサイトに基づいた回答データーの平均値は 60 であ
った。また、返金保証制度があり、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの比率が 10:0 の回答数は 39 であったため、相対的に小さいサンプルサイズは調査
結果の精度にマイナスの影響を与えるのではないかと考えている。	 
三つ目に、本調査に使われた仮想オンラインショッピングサイトを設計する時に、
カスタマーレビューの順番はランダムにした。カスタマーレビューの順番は被験者が
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率に関する知覚量にどのような影
響を及ぼすか、例えば、ネガティブなカスタマーレビューを最初にすることと最後に
することは、被験者がポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率に関する
知覚に効果があるか、どのような効果なのか、というのが不明である。これによって、
分析結果の精度も影響を受けるのではないかと考える。	 
四つ目に、本研究に使われた仮想オンラインショッピングサイトを設計する時に、
ポジティブとネガティブなカスタマーレビューは実際のオンラインショッピングサイ
トからピックアップしたものを使った。ピックアップする際に、筆者の感覚で長さの
同様なもの、かつ口コミ内容の強さの近いものをピックアップした。このようなカス
タマーレビューのピックアップ方法は妥当かどうかというのも不明である。カスタマ
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ーレビューの組合の妥当性を行った上、調査を行ったほうが、分析結果はより精確な
のではないかと考える。	 
つぎは、研究内容から本研究の限界をまとめる。	 
はじめに、本研究では、「オンラインショッピングサイトに掲載されるポジティブと
ネガティブなカスタマーレビューの比率」と「返金保証制度の有無」がオンラインユ
ーザーの「オンライン販売者に対する信頼感」、「口コミ対象商品に対する態度」およ
び「オンライン購買意欲」に与える影響を明らかにしようと試みている。「オンライン
販売者に対する信頼感」、「口コミ対象商品に対する態度」および「オンライン購買意
欲」の間に、相互作用があるか、どのような相互作用があるかというのが本研究から
断定できない。	 
二つ目に、本研究に口コミ商品を探索財のデジタルカメラにした。調査を行った際
に、消費者の属性、例えば、消費者の商品関与やオンラインショッピングに対する熟
知度などが「オンライン販売者に対する信頼感」、「口コミ対象商品に対する態度」お
よび「オンライン購買意欲」に及ぼす影響を及ばなかったため、本研究から断定でき
ない。	 
	 
2 今後の課題	 
	 
本研究の限界を踏まえ、今後の研究方向をまとめる。	 
まず、オンラインショッピングサイトにおいて、ポジティブとネガティブなカスタ
マーレビューの比率が消費者のオンライン購買行動に与える影響を研究する際に、本
研究が着目した「返金制度の有無」の以外に、「オンラインショッピングサイトの知名
度」など他のモデレーターによる影響を明らかにするのが考えられる。また、消費者
の個人属性より、オンライン消費者を分類し、各タイプのオンラインユーザーの購買
行動を分析するのも可能である。オンラインショッピングの発展に伴い、消費者のオ
ンライン購買行動をより良く、深く理解するのが重要であると考える。	 
	 二つ目に、消費者がオンライン購買意思決定をする際に、大きな知覚リスクを感じ
ると指摘されている。この知覚リスクを削減することは、消費者のオンライン購買意
思決定に肝心である（正田、2001）。青木（2005）は、知覚リスクを削減する施策と
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して、オンライン消費者の視点からとオンライン販売者の視点から分類した。オンラ
イン販売者の視点から、詳細な商品情報を提供すること、保証制度を採用すること、
実店舗と連携することが提出された。オンライン消費者に視点から、口コミ情報の収
集、マスコミ情報の収集、ブランド忠誠、有名ブランド選択、店舗での情報収集が提
唱された。本研究では着目するカスタマーレビューの以外に、オンラインユーザーの
知覚リスクに影響を及ぼす要素に着目し、オンライン購買行動との関係を解明するの
も考えられる。	 
三つ目に、ソーシャルネットワークサービスの普及に伴い、オンラインショッピン
グサイトではなく、こういったソーシャルネットワークサービスをプラットフォーム
にする S-コマースが近年に注目されるようになってきた。この S-コマースにおいて、
オンライン販売者は企業にとどまらず、個人も商品を販売することが可能となった。
この環境に下で、オンライン消費者はさらに知覚リスクを感じるのではないかと考え
ウ。この S-コマースの環境の下で、消費者のオンライン購買行動について研究を行う
ことも考えられる。	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付録 1:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「無」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「10:0」の場合	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付録 2:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「無」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「8:2」の場合	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付録 3:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「無」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「6:4」の場合	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付録 4:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「有」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「10:0」の場合	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付録 5:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「有」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「8:2」の場合	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付録 6:	 仮想オンラインショッピングサイト	 
——返金保証制度が「有」、ポジティブとネガティブカスタマ
ーレビューの比率が「6:4」の場合	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